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コ ン ピ ュ ー タ 雑 感

NECC&Cシ ステム営業支援本部

営業支援部長 穴 南 武 士

分,コ ンピュータを取 り巻 くキ ーワー ドは

1ネ ・オ ・ダ ・マ」 である。誰が名付けたか

知 らないが,確 かにそ うな のだ ろ う。

ネ ッ トワーク,オ ー プンシステム,ダ ウンサ

イ ジング,マ ルチ メデ ィア,マ ルチベ ンダ と

い う言葉が溢れ てい る。

コンピュー タを取 り巻 く環境は大 き く進歩

してい る。進 歩がある とい うことは,そ れだ

けの ニーズが 世の中にあ った とい うことに他

な らない。 これは,身 の まわ りをみれ ば一 目

瞭然で ある。銀行の システ ム,自 治体 のシス

テ ム,公 共料金 の徴収 システ ム,座 席予約 シ

ステ ム,チ ケ ッ ト予約 システム,企 業情 報 シ

ステ ム,… … と枚挙 にい とまがない。 これか

らも,な お一層 の発展 が予想 されてお り,そ

うい う意味で情 報化社会 の未来 はます ます拡

が って くるよ うに思 う。

振 り返 ってみ ると,私 が入社 した のは昭和

40年 代 の初めで ある。その頃は といえば,コ

ンピュータが本格的に各企業 で利用 され始め

た頃 であ った よ うに思 う。 もち ろん,諸 官

庁,地 方 自治体で の利用 もその緒 についたば

か りであ った。 コンピュータの技術 も現在 ほ

ど進 んでいなか った。 当時,NECはrNEA

Cシ リーズ2200」 とい うコン ピ ュー タを主 に

販売 していたのであ るが,私 が入社 して初め

て使 った のが そ の シ リー ズの なか の モデル

200と い うコンピュータであ る。 これ は当時,

中型 コンピュータと してかな り多 くのお客様

に利用 して頂 いた もので ある。その仕様 は詳

しくは忘れて しま ったが,メ モ リが確か最大

32KC(キ ロ ・キ ャ ラクタ)で あ った 。そ し

て,操 作卓は現在の よ うなデ ィスプ レイが接

続 され て い るわけ では な く,パ ネル や キ ー

ボ ー ドであ った。基本的には,マ ルチタス ク

な どが行えるわけで もな く,外 部媒体 も磁気

チーフ。装置が中心で あった。 アプ リケー シ ョ

ンプ ログラムはプ ログラム言語を利用 して開

発す るわけであ るが,当 時最 もよ く使われて

いたのが 「アセ ンブル言語」で あった。 この

言語 は,記 号を使 ってその ロジ ックを表現す

るもので,コ ンピュー タの機械語 とほぼ1対

1に 対応す るので,コ ンピュータの基本原理

みたいな ものを理解で きない となかなか プ ロ

グラムが 書け な い とい うや っか いな もの で

あった。 これ では生産性が悪過 ぎるとい うこ

とで,す でに開発 されていた高水準言語 であ

るrCOBOL」 やrFORTRAN」 の本格的な利

用 が始 まったのである。

そ して昭和40年 代 の終わ りになって,政 府

の指導 で国産 コンピュータメーカの協力関係
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の 再 編 成 に よ っ て,NECはlACOSシ リ ー

ズjを 製 品 化 し て 販 売 を 開 始 した 。 こ のA

COSシ リー ズ 」 は,従 来 の コ ン ピ ュ ー タ の

ア ー キ テ ク チ ャ を 大 き く発 展 さ せ た も の で 当

時 と し て は 画 期 的 な コ ン ピ ュ ー タ で あ り,多

く の お 客 様 に 好 評 の う ち に 利 用 し て い た だ い

た も の で あ る 。 こ の 「ACOSシ リ ー ズ 」 の 仕

様 の な か で メ モ リは,最 低 で も数MB(メ ガ

・バ イ ト)の 容 量 を も っ て い た 。 そ れ ま で の

コ ン ピ ュ ー タ の メ モ リ容 量 を 大 幅 に 越 え,し

か も低 価 格 で 提 供 し て い た 。 も ち ろ ん,マ ル

チ タ ス キ ン グ,操 作 卓 はCRTデ ィ ス プ レ イ,

外 部 媒 体 も 磁 気 デ ィ ス ク 装 置 が 当 た り 前 に

な っ て お り,ネ ッ トワ ー ク に も非 常 に 強 い コ

ン ピ ュ ー タ で あ る。 こ のrACOS」 と い う 言

葉 は,AdvancedCOmputerSystem,Adv・

ancedComprehensiveOperatingSystem,

AllroundCustmerOrientedSystemな ど の 言

葉 の 頭 文 字 を と っ た も の で あ り,現 在 で も そ

の 考 え 方 が 継 承 さ れ て い る よ うに 思 う。 こ の

時 の ア プ リ ケ シ ョ ン 開 発 用 言語 と し て は 高

水 準 言 語 のCOBOL,FORTRANが 利 用 さ れ,

そ れ と と も に 各 業 種 ・業 務 用 の ア ブ。リ ケ ー

シ ョ ン パ ッ ケ ー ジ が 開 発 さ れ て 提 供 され た 。

こ れ に よ っ て,ア プ リ ケ ー シ ョ ン 開 発 の 生 産

性 は か な り向 上 した 。 ま た,各 企 業,諸 官 庁

の 業 務 拡 大 に 伴 っ て,シ ス テ ム 開 発 の 要 求 が

ま す ま す 情 報 シ ス テ ム 部 門 に 集 中 し,シ ス テ

ム 部 門 は 多 大 な バ ッ ク ロ グ を 抱 え て い く こ と

に な る 。

一一方 で は
,昭 和50年 台 の 初 め に 利 用 さ れ 始

め た パ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュ ー タ は,半 導 体 技

術,そ の周辺技術の飛躍 的な発展 に よってそ

のパ ワーが 大幅 に強 化 され,従 来 オ フ ィス

サ ーバ,メ イ ンフ レームで行 っていた業務を

パ ソコンで肩代わ りで きるようにな ってきた

さらに,エ ンジニア リング分野 で利川 され て

いた エンジニア リングワークステー シ ョンが

ビジネスの分野で利用で きるよ うな環境(ア

プ リケーシ ョンパ ッケージ,ツ ールの整備)

に なって きてお り,こ うした様 々な ファクタ

が複雑に絡み合 って,現 在の ダウンサ ンジ ン

グ(ラ イ トサ イジング)に つなが っている よ

うに感 じている。

アプ リケーシ ョンの開発において も,各 種

の言語,各 種 のパ ッケ ー ジが用 意 され て お

り,ま た開発を 効率 的 に行 うた め のCASE

ツールな どが続 々と商品化 されて きている。

そ の意味 においては,従 来に くらべ るとコン

ピュータは利用 し易 くな って きてい る し,業

務担 当の方 もコンピュータを積極的に使わ ざ

るを得 ない状況 にな って きてい る。 これ は別

の言葉で い うと,エ ン ドユーザ コンピューテ

テ ィングであ り,そ の傾向は ます ます顕著 な

ものにな って くるのではないか と思 う。

コンピュータにたず さわ ってい る関係者 と

しては,そ の進 歩 の速 さに驚 くだ け では な

く,そ れ に乗 り遅 れ る こ とな く仲 良 くつ き

あってい くことが とて も大事な ことではない
、

か と感 じている。

いろいろ と りとめな く書いて きたが,誌 面

も尽 きて きた ようである。 これで筆 を とめる

ことと したい。

τ



取引記録 と帳簿保存の実態に関する調査

産業情報化推進センター 高 取 敏 夫

はじめに

当協会産業情報化推進センターと日本マイクロ

写真協会では,か ねてより企業の情報化の推進に

対応 した制度,慣 行の改革の一環として,商 法や

税法によって民間企業で保存が義務づけられてい

る伝票や帳簿等の記録方法や保存期間に関する規

制の緩和を進めるための啓蒙活動を行 っている。

また,政 府の情報化の推進に向けた取 り組みとし

て,行 政改革推進本部情報 ・通信作業部会におい

て,情 報化を総合的 ・計画的に展開するための各

種制度の見直しについて検討が行われ,具 体的な

政策プログラム 「高度情報化プログラム」(平 成

6年5月)が 通商産業省より提示されている。

この ような状況から,本 調査では民間企業で保

存が義務づけられている伝票や帳簿等の保存の負

担の実態を定量的に把握するための基礎データを

得 るために平成6年1月 に株式上場企業を対象と

してアンケート調査を実施した。

このアンケートの調査結果から民間企業におけ

る取引記録 と帳簿保存の実態について,そ の概要

を以下に示す こととする。

1.調 査票回答状況

(1)調査対象;銀 行を除 く首都圏の上場企業

1,360社 の経理部門

(2)調査期間;平 成6年1月10日 アンケー ト送付

平成6年2月10日 アンケー ト締切

(3)回答 数;231社(17%)

(4)回答企業;回 答企業は様々な産業 ・業種に概

ね平均分布 してお り,特 定業種の

偏 りは特にない(ア ンケー ト回答

業種別分布図を参照)。 なお,金

融業の内,銀 行は一般企業に比べ

て事務処理が特化 してお り,大 蔵

省銀行局から法定帳簿の保存方法

についても行政指導を受ける業種

であるので今回の調査対象からは

除外した。一



一
ア ンケー ト回答業種 別分布 図

17.0%

〔金 融 業 〕 証 券 ・保 険 ・

5.0%ル ジット ・そ の

〔サー ビス〕不動産 ・陸海 空輸

倉庫 ・その他

〔流通業2〕 総合 商社

13.0%専 門商社

その他

〔流 通 業1〕 デパート・スーバ

3.0%そ の 他 小 売

〔製造業1〕 水産 ・農林 ・鉱業

150%建 設 ・食品 ・繊維

業2〕 化 学 ・薬 品

0%石 油 ・ゴム

ガ ラス ・鉄鋼

非鉄 金属

3〕 機械 ・電気 ・造 船

%自 動 車 ・印刷

精密 機器 ・その他

2.取 引記録,帳 簿保存の保存スペース

現行の商法では,商 業帳簿及び営業に関する重

要書類の10年 間保存を義務づけている。

また,税 法では取 引記録や法定帳簿類を7年

間,納 税地で保存する事を義務づけている。

(1)保存 ス ペ ース

① ア ン ケー ト調査 の結 果 、帳 簿 ・伝 票 類 の 保

存 の た め に 上 場企 業 は1社 平 均 で274㎡ の ス

ペ ース を 使 用 して い る事 が 明 らか と な った 。

② 上 場企 業数2,138社 で は 合 計586千 ㎡ の ス

ペースを帳簿 ・伝票類の保存のために使用し

ている事となった。これは東京 ドーム13個分

の面積を都心(納 税地)で 使用 している計算

になる。
⑨

③ 業 種別 で は特 に証 券 ・保 険 ・リー ス ・ク レ

ジ ッ ト業 界 で1社 平均1,300㎡ の 保 存 ス ペ ー

ス を 使用 して お り、一 般 企 業 の 平 均274㎡ に対

し5倍 近 い保 存 ス ペ ー ス確 保 の負 担 を担 っ て

い る実 態 が 明 らか とな った。 ま た デ パ ー ト ・

ス ーパ ー等 の 小 売 業 で も平均424㎡ の 保 存 ス

ペ ー スを 使 用 して お り、一 般 企 業 に 比 べ50%

以 上 の 保 存 スペ ース を必 要 と して い る。

な お,保 存 ス ペ ー ス の 最大 値 は保 険 業 のA

社 で 、6,000㎡ とな って い る。

(2)保存スペースの費用換算

① 帳簿 ・伝票類の保存のために上場企業が使

用している保存スペースを、3.3㎡当た り東京

25千 円/月,地 方15千 円/月(回 答企業平均

23.4千 円)の 平均的なオフィス賃貸費用で換

算すると,1社 平均で年間23百万円も負担 し

て い る事 に な る。

(1社 平均274㎡ ÷3.3㎡ ×23、4千 円 ×12か 月'

=23,311千 円/年)

② また 上場 企 業2,138社 合 計 で は,年 間 で492

億円もの巨費が帳簿書類の保存のたあに費や

されている計算になる。

なお、保存スペースの費用換算での最大値

も上記の保険業のA社 で,年 間545百 万円の

負担となっている。

、



製造業1

製造業2

製造業3

流通業1

流通業2

金融業

サ ー ビス

平均

製造業1
製造業2
製造業3
流通業1
流通業2
金融業
サービス

業種別平均保存スペース

0 200 400

(1社 当 た り)

1,200

水 産 ・農林 ・鉱 業 ・建設 ・食 品 ・繊 維

化 学 ・薬 品 ・石 油 ・ゴム ・ガ ラス ・鉄 鋼 ・非鉄 金 属

機 械 ・電 気 ・造 船 ・自動車 ・印 刷 ・精 密 機 器 ・そ の他 製 造

デパ ー ト ・スーパ ー ・そ の他 小 売

総 合商 社 ・専 門 商社 ・そ の他 流 通

証 券 ・保 険 ・リー ス ・ク レ ジ ッ ト・その 他 金 融

不 動産 ・陸 海 空 輸 ・倉 庫 ・その 他 サ ー ビス

注1東 京 ドー ム;建 築 床 面 積46千 ㎡(東 京 ドー ム調 べ)

1・400㎡

(3)書類保存を専門企業へ委託している実態

① 近年,倉 庫会社や運送会社が企業の帳簿書

類を保存する事業を展開している。

本調査では30%の 企業が1社 平均で年間6

百万円の費用を支払って専門企業へ保存を委

託 している。

② 上場企業2,138社 の合計では,年 間で128億

円が帳簿書類の外部保存のために費やされて

いる計算になる。

③ 業種別では前項 と同様 に,証 券 ・保険 ・

リース ・クレジット業界で1社 平均72百 万円

の保存委託費用を負担 しており,一 般企業の

平均6百 万円に比べ12倍 もの高負担 している

実態である。

なお、外部保存委託費用の最大値は保険業

のB社 で,年 間429百 万 円 とな って い る。

(4)上場企業が帳簿書類の保存のために負担 してい

る総費用

以上合計すると、上場企業は自社内で1社 平均

274㎡,金 額換算年間23百 万円の保存スペースを

負担 し,さ らに社外の専門企業に、1社平均6百 万

円の費用を支払って帳簿書類の保存を委託してい

る実態が明らかとなった。これらの費用を合算す

ると1社 平均年間29百 万円 上場企業2138社 の
●

総計では年間620億 円が帳簿書類の保存のために

費やされている事になる。

なお,総 費用の最大値は上記の保険業B社 で,

年間702百 万円となっている。一



一
製造業1

製造業2

製造業3

流通業1

流通業2

金融業

サ ー ビス

平均

製造業1
製造業2
製造業3
流通業1
流通業2
金融業
サービス

製造業1

製造業2

製造業3

流通業1

流通業2

金融業

サ ー ビス

平均

製造業1
製造業2

製造業3
流通業1
流通業2
金融業
サービス

業種別保存外部委託費用 (1社 当た り)

024687274

(百万 円)

水 産 ・農 林 ・鉱 業 ・建設 ・食 品 ・繊 維

化 学 ・薬 品 ・石 油 ・ゴム ・ガ ラ ス ・鉄鋼 ・非 鉄 金 属

機 械 ・電 気 ・造 船 ・自動 車 ・印 刷 ・精 密機 器 ・そ の他 製 造

デパ ー ト ・ス ーパ ー ・そ の他 小 売

総 合 商 社 ・専 門商 社 ・そ の他 流 通

証 券 ・保 険 ・リース ・ク レジ ッ ト ・そ の他 金 融

不 動 産 ・陸 海空 輸 ・倉庫 ・その 他 サ ー ビス

業 種 別 保 存 費 用+保 存 外 部 委 託 費 用(1社 当 た り)

0 20 40 180

水 産 ・農 林 ・鉱 業 ・建設 ・食 品 ・繊 維

化 学 ・薬品 ・石 油 ・ゴ ム ・ガ ラス ・鉄 鋼 ・非鉄 金 属

機 械 ・電 気 ・造 船 ・自動 車 ・印刷 ・精 密 機器 ・その 他 製 造

デ パ ー ト ・スー パ ー ・その 他 小売

総 合 商 社 ・専 門 商 社 ・その 他 流 通

証 券 ・保 険 ・リー ス ・ク レジ ッ ト ・その 他 金融

不 動産 ・陸 海 空 輸 ・倉 庫 ・その他 サ ー ビス

200

(百万円)
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(5)帳簿書類の保存方法について回答企業からのコ

メント

製造業ではr遠 隔地の工場敷地内の書庫で保存

する』 との回答が多く,ま た非製造業(流 通 ・金

融 ・サービス)で はr貸 借倉庫で保存』との回答

が中心である。

この回答からも毎年増え続ける帳簿書類の保管

場所確保に四苦八苦している企業の実態が読み取

れる。

3.帳 簿 書 類 の マ イ ク ロフ ィル ム に よ る保 存

現行の商法 ・税法では例外的にマイクロフィル

ムによる帳簿書類の保存を期間の条件付きで認め

ている。(商 法では10年 保存の内4年 目以降,税

法では7年 保存の内6年 目以降,マ イクロフィル

ムによる保存を認めている。)

(1)マイ ク ロフ ィル ム利 用 の有 無

マ イ クmフ ィル ム を利 用 してい る企 業 は13%に

留 ま って お り,87%の 企 業 が 利 用 して い な い 。 そ

の 最 大 の理 由 は税 法 で5年 間 は書 面 の 保 存 が 必 要

で あ るた め メ リッ トが少 な い状 況 で(51%),マ

イ ク ロ化 の コス ト負 担 が 問題(50%)と す る意 見

が 多 数 を 占め て い る。

(2)当初からマイクロフィルムによる保存が認めら

れた場合

当初か らマイクロフィルムによる帳簿書類の保

存が認められた場合には,36%の 企業がマイクロ

フィルムを利用すると回答 してお り,既 に利用 し

ている13%の 企業 と合わせると49%の 企業でマイ

クロフィルムによる帳簿保存が行われる可能性が

ある。

マイ ク ロフ ィルム の 利 用

利 用 して い る

13%

利用 していない
87%

当初から保存が認められた場合

無回 積極的に利用する ……・
8%

不 明

30%

利用しない
26%

6%

利用する
30%

計
%

合

36
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4.帳 簿書類の光デ ィスクファイルによる保存

(1)光ディスクファイル利用の有無

① 光ディスクを帳簿書類の保存のために利用

している企業はわずか7%に とどまってお り

93%の 企業が利用 していない。

② 利用 していない最大の理由については,

57%の 企業が現行の商法 ・税法で光ディスク

による帳簿書類の保存を許容 してお らず,

せっか く光ディスク化しても原本帳簿を7年

間,納 税地で保存する事が必要である事を指

摘している。また光ディスクファイル装置 と

入力サービス価格が高い点を指摘する企業 も

52%に な って い る。

(2)光ディスクによる保存が認められた場合

米国では,WORM(一 回だけ書込可能で改ざん

が不可能な)光 デ ィスクについて,法 定帳簿類の

保存が許容されつつある。我が国でも光ディスク

による保存が認められた場合,38%の 企業が利用

すると回答 している。なお不明 ・無回答の企業が

43%も あることから,今 後,保 存方法の規制緩和

とシステム価格 ・入力サービス価格の低下が進む

ならば,急 速に利用が拡大する可能性が読み取れ

る。

光 デ ィ ス クフ ァイ ル の 利用

利用している7%

利用していない
93%

計
%

合

43

WORMで の保存が認められた場合

・……・ 無回答 積極的に利用する

6%

明

%

不

40

利用 しな い

19%

利用する
32%

計
%

合
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5.コ ンピュータによる会計伝票 ・帳簿類の出力

の実態

我が国の現行税法では,会 計システムをEDP化

しても磁気記録による伝票 ・帳簿の保存を認めて

いないために,あ くまでもペーパーに出力して保

存する事が必要である。

(1)各社 で の コ ン ピ ュー タ に よ る会 計 伝 票 ・帳 簿 類

の出 力真 数

ア ン ケ ー トの 回答 で は上 場 企 業1社 当た り月 間

平 均15万 頁 、年 間 では181万 頁 もの膨 大 な 出力 数 と

な って い る。 業 種別 で は 商社 な どの流 通 業2と 証

券 ・保 険 ・リー ス ・ク レジ ヅ トな どの金 融 業(銀

行 を除 く)で1社 平 均 年 間480万 頁 ～600万 頁 の 出

力 と回答 して い る。

な お,最 大 値 は商 社 のC社 で,年 間8,400万 頁

とな って い る。

(2)コンピュータによる伝票 ・帳簿の出力経費

① 用紙代とコンピュータの稼働実費の合計を

1頁5円 として計算すると上場企業1社 当た

り平均9百 万円/年,業 種別では流通業2と

金融業(銀 行を除 く)で1社 当た り24百 万

円～30百 万円/年 の出力経費を負担 している。

② 上場企業2,138社 の合計では,年 間で192億

円の費用を伝票 ・帳簿の電算出力のために負

担 している計算になる。

なお,出 力経費の最大値は上記の商社のC

社で,年 間420百 万円となっている。

コンピュータによる会計伝票 ・帳簿の平均出力真数(年 間)

製造業1

製造業2

製造業3

流通業1

流通業2

金融業

サ ー ビス

平 均

製造業1
製造業2
製造業3
流通業1
流通業2
金融業
サービス

0 100 200 300 400 500

水産 ・農 林 ・鉱 業 ・建 設 ・食品 ・繊 維

化学 ・薬 品 ・石 油 ・ゴム ・ガ ラ ス ・鉄鋼 ・非鉄 金 属

機 械 ・電 気 ・造 船 ・自動 車 ・印刷 ・精密 機 器 ・その 他 製造

デ パ ー ト ・スーパ ー ・そ の他 小 売

総 合 商社 ・専 門 商社 ・そ の 他流 通

証 券 ・保 険 ・リー ス ・ク レジ ッ ト ・そ の他 金 融

不 動産 ・陸 海 空 輸 ・倉 庫 ・そ の他 サ ー ビス

598

600

(万頁)一
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(3)ちなみに上場企業1社 当た り年 間で181万 頁の

ペーパー出力のために必要 な森林資源は ,直 径

14㎝ ×8mの パルプ用立木250本 に相当する。上

場企業2,318社 の合計では1年 間でパル プ用立木

53万本の森林資源を消費 している計算になる。

(4)なお今回の調査は,あ くまでも上場企業の経理

部門か らの回答であ り,配 送部門で作成する納品

伝票や,信 販部門のクレジットカー ド顧客別請求

明細など,他 部門が主管する伝票の出力真数を加

えた総出力数では、1社平均で年間200万 頁以上に

なるものと推定される。

6.EDl(企 業間での電子データ交換)で の取引

記録の保存

我が国の現行税法では企業間での電子データ交

換(EDI)で の取引記録についても磁気記録に よ

る保存を認めていないために,あ くまでもペー

パーに出力 して保存する事が必要とされている。

(1)上場企業でのEDIの 利用状況

40%の 企業がEDIを 利用している。特に製造業

と流通業(商 社)で は,50%の 企業がすでにEDI

を活用 している。製造業では,関 連部品メーカー

や販売会社との受発注のためにEDIの 利用が進ん

でいるものと思われる。

(2)EDI利 用企業の取引記録の保存方法

EDI利 用企業の91%が 現行税法の規制のために

取引記録をペーパーで出力 している。

またCOM(コ ンピュータ情報を直接,高 縮率の

マイクロフィルムへ出力)に よる保存は利用企業

の7%,光 ディスクによる記録は5%に とどまっ

ている実態である。

なお,磁 気記録で保存と回答した企業が39%あ

るが,こ れはペーパー出力と並行 して磁気記録で

も保存 している意味と解 される。

(3)EDIを 利用 していない理由

EDIを 利用していない企業にその理由を質問 し

たところ,取 引記録をペーパーに出力 して保存す

る事が必要でメリットが少ないと回答 した企業が

24%,税 法で明確に許容されていない事を理由と

する企業が17%,EDI自 体の必要性が少ない企業

が73%と なっている。

、一
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7.COM(電 算情報を直接,高 縮率マイクロフィ

ルムへ出力)の 利用状況

COMに ついては膨大な取引記録の保存が必要

な銀行では,概 ね100%利 用されているが,一 般

企業では税務当局が明確に許容 しないため補助簿

や管理帳簿などの限定的な利用にどどまっている

状況である。

(1)COM利 用の有無

①COMを 電算出力帳簿の保存やEDI取 引記

録の保存のために利用 している企業は16%に

とどまってお り84%の 企業が利用 していない。

② 利用 していない最大の理 由については,

37%の 企業が主要簿についてはペーパーとの

並行出力が必要でメリットが少ない点を指摘

している。また31%の 企業が当初からCOM

だけで保存することを税法が明確に許容して

いない点を上げている。

(2)COMに よる保存が認められた場合

最 も低 コスFの 可視媒体であるCOMが 明確に

許容された場合,36%の 企業が利用すると回答 し

ている。すでにCOMを 利用している企業16%を

合わせると,銀 行以外の企業でも52%の 上場企業

にCOM利 用が拡大する可能性が読み取れる。一
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8.取 引記録と帳簿保存の規制緩和に関する上場

企業の意見と要望

今回の調査 目的は,取 引記録 と帳簿保存の民間

企業での負担の実態を具体的に把握することにあ

るが,併 せて各企業の本テーマに対する意見や要

望も調査 した。

その結果,以 下のような貴重なr企 業の生の

声』が多数寄せられた。

(1)保存期間の短縮を求める意見

①r3年 間保存に短縮化,又 は税務調査が終

了した帳簿類は廃棄可能 とする』要望が圧倒

的に多数を占めている。それ以上古い帳簿類

は 『必要なケースがない』からである。

②r主 要簿は全期間保存すべきであるが,請

求書 ・納品書 ・入力原票などの原始記録類は

会計監査法人が監査し主要簿に反映している

のだから,3年 保存で十分である』 との意見

も寄せられた。(保 存書類の厳選)

③ いずれの意見 も,保 存スペースの確保がで

きない事と保存費用の負担の点から,保 存期

間の短縮を訴えてお り,こ こに寄せられた要

望は企業の切実な生の声であると思われる。

(2)保存期間の統一を求める意見

① 商法では10年 間,税 法では7年 間の保存が

義務づけられているが,期 間の短縮化 と同時

に,保 存期間の統一を求める声が寄せられた。

② なお紙以外で唯一認められているマイクロ

フィルム保存についても,商 法では3年 目を

経過 してから,税 法では5年 目を経過してか

らと許容条件が異なっている。

③ 保存期間が法律によって異なっていること

は 『実務上非常に面倒』 との指摘が多数,寄

せられた。 ・

④ 各企業の要望は 『商法と税法が足並みを揃

えて規制緩和を行って頂きたい』 との点に集

約される。

`

(3)保存対象書類の範囲の明確化を求める意見

保存するべき帳票や営業に関する重要書類の定

義が暖昧であるため,保 守性の原則から判断に迷

う書類 も全て10年保存 している現状を訴える声も

寄せられた。一



(4)当初からマイクロフィルムに よる保存の許容を

求める意見

① 増え続ける帳簿書類の保存スペースの確保

に大変苦労してお り,商 法 ・税法両面でr当

初からマイクロフィルムによる保存を切望す

る』との意見が多数寄せられている。

② マイクロフィルム記録は,実 績があり判例

でも文書性が認められている記録方法である

こと。 しかもボタンーつで帳簿記録の検索が

可能であるので,r昔 ながらの会計帳簿をた

どるよりもかえって整然かつ明瞭である』と

の意見である。

③ また業界に対 しマイクロフィルムの取扱の

簡素化 と低価格化を求める意見も寄せられた。

(5)当初からCOMに よる電算出力保存の許容を求

める意見

① 一部の補助簿については許容されていると

解釈 してCOMに よる保存を行っているが,

明確な国税当局の見解がないので不安である。

② 電算出力をCOM化 しても,税 務調査のた

めだけにペーパーに重複出力を行っているた

めメリッFが 少ないS数 年に1度 の税務調査

のために膨大なコス トをかけている。

③COM化 は何度 も検討されたが,そ の都度

フィルムとペーパーの重複出力の問題で駄 目

になる等々,直 接マイクロフィルムへ出力 し

て保存するCOMの メリットが生かせるよう

な規制の緩和を求める意見が寄せられた。

(6)光ディスクや磁気記録による保存の許容を求め

る意見

①EDP会 計により手書 き伝票が激減する中

で,コ ンピュータ作成の帳簿類もペーパー保

存を義務づけるのは違和感がある。技術進歩

に応 じた規制緩和が必要である。

② 高度情報化社会においてフロヅピーディス

クやCD-ROM,磁 気記録に よる保存を認め

ないのは時代遅れである。

③ コンピュータの高度利用に より生産管理な

ど勘定系以外の業務は大幅に効率化が進んで

いるが,勘 定系(会 計)処 理は原票と原本に

よる保存が障害となって抜本的なシステム化

が進まない等々,ニ ューメディアによる記録

保存を求める声が多数寄せられた。

(7)その他の意見要望

① 現行税法では帳簿記録を納税地で保存する

ことを命 じている。実際には遠隔地の事業所

や外部倉庫に保存委託 し,税 務調査の都度取

り寄せているケースが多いようである。

特にr消 費税導入以後は明細表が増加し保

管場所の確保に苦労 している』ために保存方

法や期間の規制緩和にあわせて,保 存場所に

ついても実態に則した規制緩和が望まれてい

る。

② 本テーマに関して 『現状で不便を感 じてい

ない』r事業規模が小さく特に規制緩和を必

要 としない』といった消極的な意見は,わ ず

か5社(2%)に すぎなかった。

98%の 企業から帳簿保存に関する規制緩和

を求める切実な声が寄せられた。

9.以 前に帳簿記録の規制緩和を行政機関に要望

した具体例

93年3月 にチェーンス トア協会のアンケー ト調

査で,商 法 ・税法での保存期間の統一と短縮化を

要望した例が報告された。一
・●
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10.商 法 ・税法以外で改善するべき課題

商法 ・税法以外の法律で行政機関への届出や保

存義務があり,か つ情報化の進展に見合った制度

・仕組みに改める必要があると思われる項目につ

いて調査 した。

(1)繊 維業界の製造業からは賃金台帳,建 築関係

の諸届けや点検表 ・法定検査表 ,株 主総会や取

締役会 ・監査役会の議事録,産 業廃棄物処理に

関わるマニフェス ト伝票(積 荷 目録 ・管理票)

が指摘された。

(2)化 学業界の製造業からは雇用保険関係の保存

書類,保 険業の収支明細が報告 されている。

(3)薬 品製造業からは薬事法で定められた臨床試

験のケースカー ドが報告されている。

(4)流 通商社からは雇用保険の被保険者に関する

書類 ・従業員カー ド,健 康保険 ・厚生年金に関

する書類,証 取法による企業開示情報が報告さ

れている。

(5)陸 上輸送業界からは運輸省への輸送実績報告

書のFD化 の要望が報告 されている。

(6)コ ンピュータソフト業界からは社会保険に関

する月額算定基礎届けが報告されている。

むすびに

情報化の進展に伴い民間企業における商取引に

係る帳票等の記録及び保存については,磁 気媒体

が利用されているのが一般的な傾向であ り,し か

もこれらの帳票等は法的要請により保存 されてい

るものが大部分である。このような現状を速やか

に改善するためには,諸 外国の会計帳簿等の法制

度も踏まえて,ペ ーパーレス化に向けての規制緩

和に早急に取 り組むことが望ましい。

なお,当 協会産業情報化推進センターではこれ

らの課題を解決すべ く調査研究事業に取 り組んで

お り,本稿の詳細については,rEDI法 的問題調査

研究報告書(商 取引に係る帳票等のペーパー レス

化)」 を参照されたい。

以 上

一



豊かな情報化社会の実現に向か って
一情報化 白書1994年 版の概要－

r情報化白書1994年 版』が5月31日 に刊行 され

ました。同白書は1967年 に 『コンピェータ白書』

として創刊されて以来,1987年 にr情 報化白書』

と改題 した以降も,わ が国社会全般に広 く普及し

つつある情報化の現状と動向をわか りやす く紹介

する年次総合誌 として,通 算28冊 目を数えること

とな りました。

編集にあたっては,石 井威望氏(慶 応義塾大学

環境情報学部教授)を 委員長 とする 「情報化 白書

編集委員会」を中心に,多 数の執筆者の方々のご

協力を仰ぎ,情 報化に関する最新動向を取 り上げ

ています。

白書の構成は,① 毎年新規テーマを設定 してま

とめている総論,② 情報化編,情 報産業編,環 境

・基盤整備編 ,国 際線の4本 の柱で構成される各

論,③ 最新統計などの基礎データを網羅 したデー

タ編からなっています。

今回の総論テーマは 「豊かな情報化社会の実現

に向かって一新 しい情報化人材への期待一」です。

不況が深刻化,長 期化 し,ま た情報化の潮流が激

しく変化する中で,わ が国の情報産業の構造改革

が緊急の課題 となっています。こうした環境の変

化に対応 し,よ り高度な情報化を推進するため

に,そ の担い手となる 「新情報化人材」が求めら

れています。

総論では,こ の点に着 目し,産 業構造審議会の

答申に基づ く情報化人材の類型だけにとどまら

ず,経 営者,一 般ビジネスマン,高 齢者なども情

報化人材としてとらえ,こ うした人材のあるべき

姿を解説 しました。また,同 時にそれらの人材を

育 む 環 境 基 盤 と して,新 しい 情 報 技術 や 人材 育 成

支 援 シ ス テ ム,教 育 分 野 の あ り方,技 術 者 の社 会

的 ス テ ー タ ス の高 揚,知 的 財 産 権 な ど情 報 倫 理 の

確 立等 につ い て も取 り上 げ ま した 。

各 論 で は,JIPDECの オ リジ ナ ル デ ー タ と し

て,① 産 業 界 に お け る 情 報 化 の 進 展 度 を ハ ー ド

ウ ェア,ソ フ トウ ェ ア,通 信 の3つ に 分 け て 示 し

た 「情 報 化 総 合 指標(JIPDECI3)」,② ユ ーザ ー

企 業 に おけ る コ ン ピ ュー タの利 用 動 向を 詳 細 に 紹

介 し た 「コ ン ピ ュ ー タ利 用 状 況 調 査 」,③ ユ ー

ザ ー企 業 に おけ る セ キ ュ リテ ィ対 策 の実 態 お よび

意識 を紹 介 した 「情 報 セ キ ュ リテ ィ調 査 」,を 例

年 どお り取 り上 げ ま した 。

そ の 他,リ エ ンジ ニ ア リン グや イ ンタ ー ネ ッ ト

あ るい は ア メ リカに おけ るNIIな ど,そ れ ぞれ の

分 野 に お い て,最 近1年 間 で 特 に 話題 とな って い

る テ ー マお よび デ ー タを 中 心 に,最 新 の動 向 を取

りま とめ て い ます 。

以下,1994年 版 の総 論 お よび 各 論 の 一 部 に つ い

て概 略 を 紹 介 します 。

総 論

『豊かな情報化社会の実現に向かって

一新 しい情報化人材への期待一』 より

{.情 報化の潮流の変化 とマルチメデ ィア

80年代半ば以降,情 報化を取 り巻 く環境は国際

的にも,国 内的にも大きく変わ りつつある。それ

と同時に情報化自体も大きく変わろ うとしている。

特に90年代に入ると,不 況の下で情報化および精一



報 産 業 に大 きな構 造 変 化 が起 こ っ てい る。

具 体 的 に は,ダ ウ ン サ イ ジ ン グ,エ ン ドユ ー

ザ ー コン ピ ュ ー テ ィ ン グ,ア ウ ト ソー シ ン グ ,

オ ー プ ン化,そ して ネ ッ トワ ー ク化 の急 速 な進 展

に よ り,産 業構 造審 議会 情 報 産 業 部 会 基 本 政 策 小

委 員会 報 告(93年6月)が 指 摘 して い るrevery-

wherecomputing(ど こで も誰 で も コ ン ピ ュー タ

に接 す る こ と)」 が緒 に つ き始 め た。ま た ,そ れ に

伴 って,① メイ ン フ レー ム/端 末 型 か ら ク ライ ア

ン ト/サ ーバ ー型 へ の シ フ ト,② ハ ー ドか ら ソ フ

ト重 視 へ の シ フ ト,③ ベ ンダ ー主 導 か らユ ーザ ー

主 導 へ の シ フ ト等 が起 きつ つ あ る。

ま た,産 業 構 造 の将 来 像 と い う観 点 か ら,新 た

な技 術,新 た な産 業,そ して新 た な 市 場 と して,

画 像 や 音 声,文 字 な ど異 な る情 報媒 体 を統 合 す る

マル チ メデ ィアが 注 目を 浴 び て い る
。

例 え ば,㈱ 日本 経 済 研 究 セ ン ター が94年1月 に

公表 した90年 か ら10年 間 の産 業 別 国 内生 産 額 の予

測 に よる と,こ れ ま で 日本 経 済 の リーデ ィン グ産

業 で あ った鉄 鋼,自 動 車 の ウエ イ トが2000年 に は

そ ろ って低 下 し(90年 の生 産 額 比 率 が鉄 鋼3.4%,

自動 車5.2%か ら2000年 に は そ れ ぞ れ3.0%,

4.5%),代 わ っ て 電 子 ・通 信 産 業 が 主 役 と な る

(同2.9%か ら3.7%)。 ま た そ の関 連 市 場 は,マ ル

チ メデ ィ ア事 業 等 の推 進 を 目的 とす る ア メ リカの

「情 報 ス ー パ ー ハ イ ウ ェイ」 構 想 に 刺 激 され て,

日本 で も放 送 と通 信 事 業 の 規 制 緩 和 の 流 れ が 強

ま っ て い るた め,21世 紀 の有 望 市 場 と され て い る。

また,通 商 産 業 省 の 「中 期 産 業 経 済 展 望 研 究

会 」 は,93年5月 に 発 表 した 報 告 の 中 で,有 望 な

技 術 分 野 に つ い て2000年 時 点 で の 市場 規 模 を予 測

し,新 素材,情 報 ・通 信,医 療 な どの分 野 が 高 い

将 来性 が見 込 め る と して い る。 た だ しこ の中 で マ

ル チ メデ ィア市 場 の本 格 的 な拡 大 は ,総 合 デ ィ ジ

タ ル通 信 網(ISDN)な どの普 及 が 進 む2000年 以

降と想定 している。

さらに,通 商産業省の新映像情報産業懇談会は

94年3月 の報告の中で,映 像情報産業の市場規模

が2000年 には25兆 円,2015年 には71兆 円に達する

と試算 している。

同様に郵政省も,94年1月 の 「情報通信産業の

新たな創造にむけて」という政策提言の中で,情

報通信産業が21世紀に向けたわが国の経済改革の

重要な柱であると位置づけた上で,「情報通信基

盤整備プログラム(仮 称)」の策定,通 信 ・放送融

合問題への対応,ニ ュービジネスの振興,国 際的

連携などの施策を行 うことを唱っている。ちなみ

にこの提言の中で,光 ファイバー網の整備により

新たに産み出される市場は,2010年 には少な くと

も56兆円に達 し,さ らにこれに従来からの関連市

場を加えた,い わゆるマルチメデ ィア市場は123

兆円に達すると試算 している。

2.リ ス トラクチャリング/リ エンジニアリ

ング

このような明るい将来像に対 して,現 在の不況

は情報産業に深刻な影響を及ぼすと同時に ,こ れ

まで終始右肩上が りであり,そ れゆえ表面には出

てこなかった同産業の構造上の問題を顕在化させ

た。その中にはハー ドウェア部門の収益率の低下

(その一因はダウンサイジングにあることは明ち

かである)な ども含 まれいるが,特 に 目立つの

が,主 としてこれまで活発であった他産業(特 に

金融 ・証券業)の 情報化投資の落ち込みに起因す

る情報サービス産業の赤字化,さ らには雇用調整

など,ソ フトウェア部門の未成熟さである。すな

わち,本 来知識集約産業であるべきソフ トウェア

部門の実態が,実 は人材派遣が主であり,極 めて

労働集約的であったことが明らかになったのであ

る。一
、
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そのため産業構造審議会情報産 業部会報告

(「ソフ トウェア新時代への緊急提言1;92年12

月)で は,① ソフ トウェア部門の独立性の確立,

②技術情報の開示,③ 取引ルールの明確化,④ 原

価および価格管理の厳格化などの基礎的条件の整

備による市場原理の確立,⑤ パッケージソフ トの

供給の増大,⑥ 政府調達市場の改善を,緊 急に対

応すべき最重要項 目として指摘した。これらはす

べて,現 在の日本の情報産業が根本的な変革を遂

げるためにクリアしなければならない構造上の問

題である。

このような構造上の問題に対 して,各 企業は新

しいパラダイムの構築に向けた構造改革,す なわ

ち リス トラクチャリングを行っている。 リス トラ

クチャリングとは単なる経費減 らしや人減らしで

はなくて,経 営戦略そのものを見直し,ヒ ト・モ

ノ ・カネなどの経営資源の有効配分を考え,事 業

構造の基本を再構築する,ま さに 「変革」である。

これが現在,情 報産業に求められているものに他

ならない。

リス トラクチャリングに対 して,そ の中での情

報 ・通信技術の役割を一層強調 したものに リエン

ジニアリングがある。これはビジネス ・プロセス

・リエンジニア リング(BPR)と も呼ばれ ,組

織,事 業体制の抜本的な構造改革 と情報システム

との連動を目指すものである。BPRは 市場のニー

ズの変化 と情報 ・通信技術 の急速な発達 のもと

で,「分業による生産性向上」に対する根本的な

反省に基づ くものであ り,今 後の市場および組織

のあ り方に計 り知れないほどの影響を及ぼすであ

ろ う。とはいえ問題なのは,こ の リエンジニア リ

ングは生産性が低 いといわれているホ ワイ トカ

ラー層の解雇等も含めて,従 来の日本型雇用慣行

と真っ向から対立する事態を引き起 こす可能性を

秘めていることである。今後当分の間,日 本企

業,そ の中でも本来情報 ・通信技術を最も駆使 し

ているはずの情報産業に属する企業はこのジレン

マに直面することになろう。

このように リエンジニア リングとリス トラク

チャリングとは,単 に市場や組織の再構築だけで

なく,社 会システム全般の再検討と新 しい構築 と

を要求 している。

3.情 報化人材の重要性

情報化社会のインフラはコンピュータであ り情

報 システムである。1950年 代に 出現 した コン

ピュータ技術はまだ発展途上にあ り,特 に情報シ

ステムの価値を左右するソフ トウェア技術はさら

に課題が多い。過去40数 年間,他 の工業技術に比

べてもその技術進歩は極めて急速ではあったが,

情報化の進展につれ,さ らに新 しい要求が加速度

的に出現し,言 わば無限の技術的ニーズが存在す

るといってよい。

こうした中で,今 日の社会においては,コ ン

ピュータへの依存度が極めて高くなっており,情

報システムの信頼性や,そ の円滑な運用に社会生

活の安定と安全 とがかか っている。 しか しなが

ら,現 状では,情 報 システムの トラブルによっ

て,大 きな社会的混乱を招 く可能性は極めて高い。

特に,技 術的にもまだ未成熟の状態にあるソフ ト

ウェアは,当 面はそれを担当 した技術者の質に依

存する度合いが大きく,結 局は情報システムの質

への要求を,情 報処理技術者の質への要求に転嫁

して考えざるを得ない。

いずれにしても,過 去40年 来のあまりにも急速

なコンピュータ化の中で,情 報処理技術者の慢性

的な不足が長年にわたり指摘されてきた。しかし

ながら,前 述のような不況や情報化の潮流の構造

的変化の中で,旧 来の技術者の一部には余剰現象

がみられると同時に,専 門分野に特化 した質の高



い技術者の不足 とい う二極分化傾向が出てきた。

つまり,最 近はその量の要求 よりも,む しろ質へ

の要求がより重要な課題 となってきている。特

に,専 門分野に特化 した豊富な経験と高度な専門

知識 ・技術を備えた高度情報処理技術者の育成が

求められている。

一方において
,情 報化の裾野を拡大 し,豊 かな

情報化社会を実現するためには,プ ロの人材だけ

でな く,経 営者,ビ ジネスマンな どを含むすべて

の人々(ユ ーザー)も 情報 リテラシーを身につけ,

仕事や生活の場で情報の利活用ができるようにな

らなければならない。そ して,高 度な専門家 と一

般のユーザーが,情 報化にかかわる役割を分担 し

つつ,広 範な情報化を効率的に進めることが肝要

になろ う。

(1)新情報化人材

情報化の範囲が多様化 し高度化 しつつある状況

に対応するためには,ま ず質の高いプ ロフ ェッ

ショナルとしての情報化人材を育成することが緊

急の課題である。情報化人材の質を向上 させる手

段の1つ は,そ れぞれの役割に即 した専門性を深

めることである。

今日のように,技 術 も利用者のニーズも多様化

した状況下では,1人 の技術者がそのすべてをカ

バーすることは全 く不可能 となった。 したがっ

て,情 報化にかかわる業務を専門分化 し,そ れぞ

れの専門性を高めることによって,全 体的な質の

向上を図るべきである。

このような発想のもとに,通 商産業省の産業構

造審議会情報化人材対策小委員会では,専 門分化

された新 しい情報化人材の類型を発表した(中 間

報告1992年12月;最 終報告1993年5月)。

また,情 報化人材の類型に基づき,㈱ 日本情報

処理開発協会中央情報教育研究所において,各 人

材育成の標準カリキュラムの作成が行われた。さ

らに,情 報処理技術者試験 も1994年秋 より標準カ

リキュラムに準拠 した新 しい試験制度に改訂 さ

れ,教 育から評価にいたる一貫 した人材育成シス

テムが確立されることとなった。

(2)経営者 ・ビジネスマン

企業経営者には,情 報技術を前提にした意識革

新が重要になってきている。経営革新や ビジネス
リ・フ ロセ ス ・リエ ン ジ ニア リング(BPR)達 成 の

た め に,情 報 技 術 を どの よ うに活 用 す べ きか ,ま

た 戦 略 的経 営 の実 現 の た め に情 報 技 術 を い か に 役

立 て る べ きか を意 識 づ け るた め の 啓 蒙 で あ る。 こ

れ は,情 報 技 術 そ の もの の教 育 で は な い。 ま して

や,メ デ ィ ア を活 用 し た 情 報 の 選 択 や 処 理 ・加

工,伝 達 と い った コ ン ピ ュー タ リテ ラシ ー の教 育

で もな い。 経 営 リテ ラ シ ー と もい うべ き ,新 た な

次 元 で の情 報 リテ ラ シー の酒 養 で あ る。

部 長 や 課 長 とい った管 理 者 に対 す る情 報 リテ ラ

シ ー教 育 も欠か せ な い。 これ か らの 管 理 者 は ,従

来 の よ うな 単 な る業 務 管 理 者 で あ って は な らな い。

起 業 家 精 神 が 旺 盛 で,担 当 業 務 を 創造 し,企 画 ・

実 現 す る こ との で き る人 材 で あ る こ とが強 く望 ま

れ て い る。そ の た め に は,LANや クラ イ ア ン ト/

サ ーバ ー シス テ ム(CSS)を 自部 門 に導 入 し,部

下 に活 用 させ る だけ では 不 十 分 で あ る。 そ れ らの

有 効 活 用 を 通 じて,自 部 門 の 業 務 革 新 や 組 織 革

新,新 規 事 業 の 展 開 に 役 立 て るた め の仕 組 み を創

出 し,実 践 す る こ とが 不 可 欠 で あ る。

LANや ク ラ イ ア ン ト/サ ーーバ 一一シ ス テ ム を利

用 した エ ン ドユ ーザ ー コン ピ ュ ーテ ィ ン グの影 響

を直 接 こ うむ るの は,オ フ ィス ワー カー を は じめ

と した一 般 ビ ジネ スマ ンで あ る。彼 らに は ,表 計

算 や ワ ー プ ロな どの パ ッケ ー ジ ソフ ト,電 子 メ ー

ル や パ ソ コ ン通信 な どに よる電 子掲 示 板 ,デ ー タ

ベ ース な ど の 利 活 用 の 能 力 が 要 求 さ れ る
。 つ ま

り,コ ン ピ ュー タ リテ ラシ ーが 欠 か せ な い 。 しか

φ
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し,こ れ だ け で は 十分 で な い。 メデ ィアを 通 じて

得 た 情 報 を 上手 に 生 か して,創 造 的 活 動 や 組 織 的

活 動 を 主 体 的 に 行 うた め に は,シ ス テ ム思考 や 発

想 法,文 書 化 能 力,説 得 的 な プ レゼ ンテ ー シ ョン

能 力 な どの ビジ ネ ス リテ ラ シ ーが 要 求 され る。

企 業 の情 報 化 には,ベ ン ダ ー企 業 の 専 門 家 お よ

び ユ ーザ ー 企 業 の情 報 シ ス テ ム 部 門 の 専 門 技 術

者,あ るい は ま た ユ ーザ ー企 業 の シ ス テ ム ア ド ミ

ニ ス トレー タな ど多様 な プ ロフ ェ ッシ ョナ ル と し

て の高 度 技 術 者 が 関 与 して くる。 しか し今 後 は,

こ う した プ ロだ け に 任 せ るの で は な く,経 営 者 や

一 般 ビジ ネ ス マ ンも情 報 リテ ラ シ ーを 身 に つ け,

企 業 の情 報 化 の底 上 げ を 図 っ て い く必 要 が あ ろ う。

(3)高齢 者 ・障 害 者

情 報 リテ ラ シ ーは,高 齢 者 や 障 害 者 に も必要 で

あ る。 そ もそ も リテ ラ シ ー と い う用 語 は,そ れ ぞ

れ の社 会 で,人 間 と して生 き て い くた めに 欠 か せ

な い基 本 的 な能 力 で あ る 。 した が って,こ れ か ら

の情 報 化社 会 で 人 間 ら し く生 きて い くた め の基 本

的 能 力 が,情 報 リテ ラ シ ー とい うこ とに な る。

情 報 リテ ラ シ ー と して要 求 され る 内容 は,そ れ

ぞれ の立 場 や 環 境 に よ って異 な る。 企 業 とい う環

境 だ と,地 位 や所 属 部 門 な どで異 な る。 家 庭 の 主

婦 や 一般 市 民 に と って は,自 分 の趣 味 や 仕 事 な ど

で,情 報 を 生 み 出 し,そ れ を 加 工 した り伝 達 す る

こ と に よ って,自 分 が や りた い こ とが で きれ ば よ

い。 これ が,彼 ら に と って の情 報 リテ ラ シー で あ

る。

高 齢 者 や 障 害 者 に と っ て 一 番 大 切 な の は,

ヒ ュ ーマ ンイ ン タ フ ェ ース(操 作 性)で あ る。 特

に,障 害 者 に と って は,そ れ ぞ れ の 障害 に応 じた

入 出力 機 器 の 配 慮 が 不 可 欠 で あ る。 各 地 の リハ ビ

リテ ー シ ョン セ ン タ ーや 障 害 者 訓 練 セ ン タ ーで,

こ の面 に 関 して の研 究 や 開 発,実 験 に 貢 献 して い

る。 ま た,通 商産 業 省 は,90年6月 に 「情 報 処 理

機器アクセシビリティ指針」を公表し,高 齢者や

身体障害者でも操作がしやすい情報処理機器はい

かにあるべきかのガイ ドラインを示 している。

(4)映像クリエータ

今後の映像情報化社会やマルチメディア社会を

想定した場合,こ れまでとは異なった新 しい人材

が必要になってくる。つまり,こ れまでの情報処

理技術者とは異な り,芸 術的感覚の豊かな人材

(映像クリエータあるいはマルチメデ ィアク リ

エータ等)で ある。

産業構造審議会情報産業部会映像情報産業小委

員会は92年6月 に,「 人間情報化社会の実現に向

けて」 と題 した答申を行った。その中で,映 像 ソ

フト制作の人材の育成確保の重要性を指摘 した。

また,93年 度に創刊された 「マルチメディア白

書」でも,「マルチメデ ィアソフ ト市場活性化の

最大のポイントは人材育成である」 と力説 してい

る。

通商産業省では,平 成5年 度第3次 補正予算

で,マ ルチメディア人材育成センターの整備を行

うことになっている。また,平 成6年 度の施策と

して 「映像情報化社会の実現に必要な人材」を取

り上げている。

4.人 材育成の展望と課題

(1)情報システムへの期待

前述 したような情報化人材を,効 果的かつ効率

的に育成 してい くためには,在 来のような座学や

OJT中 心のや り方では限界がある。それだけに,

情報技術や情報システムを活用 した新 しい育成方

法に期待が寄せ られている。

情報技術 を活用 した代表的なシステムの1つ

が,CAIシ ステムである。CAIシ ステムは,技 術

的側面では,マ ルチメディア化やパーソナル化,

ネットワーク化,ヒ ューマンインタフェースなど



の先端技術を駆使 したものに発展 してきている。

なかでも注目されているのがマルチメディア化で

ある。マルチメデ ィア技術は ,文 字情報に加え

て,音 声や動画,静 止画の情報を組み合わせて扱

えるので,教 育分野には非常に適 した技術である。

これまでの教育あるいは学習は ,一 種の苦痛や

忍耐を伴 う場合が多かった。 これからは ,ゲ ーム

のように楽 しみなが ら学習できるシステムが望ま

れる。マルチメディアを生か して,学 習とゲーム

の融合を行 う。アメリカではすでに数年前から,

こうした教材の工夫が行われている。このような

新 しいコンセプ トを 「エデュテイメン ト」と呼ん

でいる。 日本でも,勘 ソフ トウェア工学研究財団

で教育工学,心 理学,映 像 ,ゲ ームソフ ト,シ ナ

リオ等のさまざまな分野の専門家を集めて,ゲ ー

ムソフトの考え方を教育ソフ トに生かす方法につ

いての研究がなされている。

一方 ,情 報技術と通信技術とを融合した代表的

なシステムが,通 信衛星を用いた遠隔教育システ

ムである。これまでの遠隔教育システムは ,情 報

提供型の利用が主体で,双 方向通信の機能を十分

生か しきれていない傾向が強かった。そのため,

問題解決能力やコミュニケーション能力など,情

報化人材に欠かせない能力開発教育には不向きと

されてきた。 これは,中 央情報教育研究所の実験

結果 として報告されている。今後は,こ うした面

での積極的活用の工夫が期待されている。

(2)教育分野のあ り方

情報化人材を的確に育成 していくためには,各

教育機関の役割に応 じた教育の充実だけでなく,

相互の連携の強化を通 じて,そ れぞれの教育機能

を補完 し合 うことにより,い っそ う効果的で効率

的な人材育成が実現できるようにすべきである。

このために,企 業や教育機関 ,団 体,関 係行政機

関などの代表で構成する場を設ける。そこで,具

体的な教育課題の解決に向けて,産 学問の密接な

情報交換や実務教育を実施するための産学連携強

化,企 業実習の円滑化の方策,学 校教育機関の効

果的活用などの検討を行っていくことが有効であ

る。

(3)技術者の社会的ステータスの高揚

情報産業の分野に優秀な人材を誘引 し,ま た育

成 した優秀な技術者を確保 していくためには ,情

報化人材の社会的ステータスを高揚し,十 分なイ

ンセンティブを与えるような制度や仕組みを形成

してい く必要がある。

高度で優秀な技術者 としての地位を高めてい く

ためには,ま ずはプロの技術者として他から認知

され,信 頼されることが第一の条件である。その

ためには,社 内にキャリアパスや資格制度を確立

し,客 観的な評価基準に基づ く能力評価制度や処

遇制度などの仕組みを作ることが重要である。

また,情 報サービスや ソフ トウェア開発の付加

価値と技術者の技術 レベルとを関連づけた価格体

系の定着を促進する必要もある。欧米のように,

職種や職種 レベルに対応 した給与や処遇を定着さ

せることによって,優 秀な人材を育成確保するこ

とができる。なお,創 造的なソフトウェアや技術

の研究開発に取 り組むベンチャー企業や技術者な

どに資金援助を積極的に行 う制度の確立も重要で

ある。.

(4)課題への対応

情報化が急速に進展 し,一 般市民を含めたあら'

ゆる人々が情報化とのかかわ りを持つようになっ

た現在,思 い もよらなかったような新たな課題に

直面 し,そ の対応を迫られるようになってきた。

特に,ソ フトウェアやハー ドウェアのバックアッ

プ対策,コ ンピュータ犯罪対策 ,コ ンピュータウ

イルス対策などが急務である。

こうした課題に対 して,法 制度の整備だけでは一
、



十分とはいえない。情報化に携わるすべての人々

の健全な情報倫理を確立す ることが不可欠である。

特に,バ ーチ ャル リアリティやマルチメディアの

進展によって,映 像情報化社会が具体化 しつつあ

る今日,教 育の一貫 として情報倫理を醸成 し,豊

かな情報化社会を実現 していかなければならない。

各 論

『JIPDECオ リジ ナル デ ー タ』 よ り

1.産 業 ・地域の情報化装備率

情報化の進展状況や今後の動向を数値でとらえ

る試みとして,JIPDECで は1986年 度から 「情報

化総合指標に関する調査研究」を実施している。

この調査研究では,情 報化指標13と して,ハ ー

ドウェア装備率,ソ フ トウェア装備率および通信

能力装備率の3指 標を作成 し,国 内主要産業の情

報化動向と地域の情報化動向の2点 について現況

と将来予測を行 っている。

「ハードウェア装備率」 とは,例 えばある産業

における従業員1人 当た りの汎用 コンピュータ設

置金額を意味する。「ソフ トウェア装備率」は伺

様に,1人 当たりのソフ トウェア開発費用の一定

期間の累計額のことである。つまり,従 業員1人

当た りのソフ トウェア資産とい うこともできる。

「通信能力装備率」は,従 業員1人 当た りの通信

回線の伝送能力(ビ ット/秒)の ことである。

なお,今 回の分析では通商産業省の 「平成4年

度情報処理実態調査」を基礎データをもとに,93

年および95年 の予測値の推定を行った。

(1)ハードウェア装備率 ・比装備率

全産業のハー ドウェア装備率は,85年 の62.2万

円/人 か ら,91年 には124.6万 円/人 にな り,さ
ロ

らに95年 には157.8万 円/人 に達すると予測され

る。

個 別 産 業 につ いて み る と,業 務 の 性 質 上 当 然 で

は あ る が,「 情 報 処 理 サ ー ビス 業 」 が 最 も装 備 率

が 高 く,91年 の時 点 で は全 産 業 平 均 の お よそ13倍

に な って い る。 また,ソ フ トウ ェア業,金 融 業 も

装 備 率 が 高 い 産 業 で,こ の3産 業 を除 いた 全 産 業

の装 備 率 は,91年 で80.8万 円/人 とか な り低 くな

る。

ま た,90年 の装 備 率 を100と した ハ ー ドウ ェア

比 装備 率 の 年 平 均 成 長 率 を み る と,全 産 業 の 場

合,85～90年 で は12.8%で あ るが,90～95年 で は

6.8%で あ る。 同 様 に,第 二 次 産 業 で は,9.4%

(85～90年),4.6%(90～95年),第 三 次 産 業 で は,

14.0%(85～90年);6.8%(90～95年)で あ り,い

ず れ も90～95年 の予 測 成 長 率 の方 が 前5年 の そ れ

に 比 べ,低 い伸 び に と どま っ て い る。

(2)ソフ トウ ェア 装備 率 ・比装 備 率

全 産 業 の ソ フ トウ ェ ア装 備 率 は,85年 の99.5万

円/人 か ら,-91年 に は204.3万 円/人 に な り,さ

らに95年 に は314.9万 円/人 に 達 す る と予 測 さ れ

る。

ソフ トウ ェア分 野 で は,装 備 率 の算 出に 当 該 年

を含 め た5年 間 の 移 動 累 計値 を あ て,91年 の 実 績

値 は87～91年 の デ ー タが 対 象 とな る。 そ して この

間,産 業 全体 がか な り好 況 な 時 期 で あ った た め,

ソ フ トウ ェア資 産 の蓄 積 が 大 き く,91年 の装 備 率

も高 い成 長 率 が続 き,こ れ を受 け た92年 以 降 の予

測 値 に も多 分 に影 響 を与 え て い る と推 測 され る。

第 三 次 産 業 と第 二 次産 業 を比 べ る と,装 備 率 自

体 の差 は ハ ー ドウ ェ ア以 上 に大 きい。 す なわ ち,

91年 に お け る第 三 次 産 業 の ソ フ トウ ェア装 備 率 は

第 二 次産 業 の3.78倍 で あ る。個 別 産 業 で み て も,

「情 報 処 理 サ ー ビス業 」 の 装 備 率 が4,615.1万 円

/人 とハ ー ドウ ェア の場 合 よ りも さ らに 突 出 して

い る。



90年 の 装備 率 を100と した ソ フ トウ ェ ア 比 装 備

率 を み る と,全 産 業 と第 三 次 産 業 は ほ ぼ 同 じ伸 び

方 を示 す が,第 二 次 産 業 の 伸 び は や や 低 い 。 な

お,装 備 額 が 突 出 して 大 きい 「情報 処 理 サ ー ビス

業 」 は,95年 の 比 装備 率 で は主 要 個 別 産 業 の なか

で 最 も低 く,90～95年 の年 平 均 成 長 率 は5 .5%程

度 で推 移 す る もの とみ られ る。

(3)通信 能 力 装 備 率 と比 装 備 率

全 産 業 の通 信 能 力 装 備 率 は,85年 の57 .7bps/

人 か ら,91年 に は148、7bps/人 に な り,さ ら に95

年 に は188.4bps/人 に達 す る と予 測 され る。

産 業別 に み る と,一 貫 して第 三 次 産 業 が 全産 業

お よび第 二 次 産 業 よ り大 き な装 備 率 を 示 して い る。

ち なみ に,第 三 次 産 業 の91年 の 通 信 能 力 装 備 率

は,従 業 員1人 当 た り260 .5bpsで,こ れ は全 産 業

平 均 の 同148.7bpsの1.75倍,第 二 次 産 業(同60.O

bps)の4.3倍 とな って い る。

個 別 産 業 の装 備 率 の比 較 で は,「 情 報 処 理 サ ー

ビス業 」 が 圧 倒 的 に高 く,全 産 業 平均 の約20倍 の

規 模 に な っ てい る。 一 方,そ の比 装備 率 の伸 び 方

は 緩 や か な 傾 向 を 示 して い る。 な お,そ の 伸 び 率

に は ほ とん ど差 は な く,い ず れ も緩 や か な 成 長 が

続 く もの とみ られ る。

2.産 業 界 にお け る コ ン ピ ュー タ 利用 現 況

JIPDECで は,国 内の コ ン ピ ュ ータ ユ ーザ ーを

対 象 と した 「コ ン ピ ュ ー タ利 用 状 況/オ ン ライ ン

化 調査 」 を 毎年 実 施 して い る。1993年 度 の 調 査

(93年9月 末 時 点)結 果 を も と に,わ が 国 の 産 業

界 を中 心 とす る コ ン ピ ュー タ利 用,オ ン ライ ン/

ネ ッ トワー ク化,シ ス テ ム安 全 性 対 策 の 状況 の概

略 を 紹 介 す る。 な お,93年 度 は,コ ン ピ ュー タ利

用 を 巡 る最 新 の傾 向 と して,オ ー プ ンシ ス テ ムの

導 入,ダ ウ ンサ イ ジ ング の実 施 状 況 等 を 新 規 調 査

項 目に加 え た。

(1)コン ピ ュー タ運 用 経 費

コ ン ピ ュー タ部 門 にお け る運 用 経 費 の総 額 は
,

月 額1社 当 り平 均 で1億2,007万 円 で あ る。 運 用

経 費 中,機 械 設 備 費 の 割 合 は43.2%で あ る。 これ

に 施 設 費 を 加 え た ハ ー ドウ ェア関 連 費 が47 .3%と

総 経 費 の 約 半 分 を 占 め て お り,依 然 と して ハ ー ド

ウ ェア の 占 め る比 率 が 高 い。

これ に対 し,人 件 費 は 社 内,社 外 の 両 方 を 合わ

せ て も19.3%で 総 額 の5分 の1と な って い る。 社

外 要 員 人 件 費 は4.3%で,両 者 の 割 合 は 社 内要 員

の 人 件 費 が社 外要 員3.16倍 とな っ て い る。

ソ フ トウ ェア 関連 費 の うち ,ソ フ トウ ェ ア費 は

ソ フ トウ ェア使 用 料 と ソフ トウ ェ ア購 入 費 お よび

そ の他 の合 計 で総 額 の6.0%に 上 り,ソ フ トウ ェ

ア関 連 費 に次 いで 多 くな って い る。 ま た ,外 注 費

は19.2%で 要 員 人 件費 とほ ぼ 同 じ水 準 と な って い

る。

(2)コ ン ピ ュー タ要 員

社 内 の コン ピ ュー タ要 員 数 は,1社 当 り平 均4

1.1人 で あ り,92年 度 調 査 と 同 数 で あ った 。 内 訳

は,プ ロ グ ラマ(14.8人),SE(12 .4人),管 理 者

(5.5人),庶 務 そ の他(4.5人),オ ペ レー・タ(2.4

人),パ ンチ ャ(1.4人)と な っ て い る。SEと 管 理 者

が 比 率 を 伸 ば し,そ れ 以 外 の 職 員 の 割 合 は減 って

お り,次 第 に レベ ル の 高 い要 員 の比 率 が高 ま る傾

向が うか が え る。

被 派遣 要 員 数 は,92年 度 よ り平 均 で4.6人 増 加

した。 特 にSEが 大 き く増 加 して い る の が 目立 つ 。'

社 内要 員 と比 較 す る と,オ ペ レー タ,パ ンチ ャは

被 派 遣 要 員 が 多 く,こ の 職種 の外 部依 存 度 が 高 い

こ とが わ か る。 プ ロ グ ラマ で は社 内要 員 数 と被 派

遣 要 員 数 の 差 が縮 ま って きて い る。

また,コ ン ピ ュー タ要 員 に 関す る問 題 点 の うち

最 も回 答 が 多か った の が,91年 度 が 「要 員 の 絶 対

数 の 不足 」,92年 度 が 「教 育 に 手 間 が か か る」で あ一
ト
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り,93年 度 は 「他 部 門か ら の配 置 転 換 が 困 難 」 で

あ った 。職 種 別 で は や は り,SEに つ い て の問 題 点

の多 くが 集 中 して お り,SEに つ い て の 問 題 点 の

トップ は 「教 育 に 手 間 が か か る」 こ とで あ り,プ

ロ グ ラマ で は 「配 置 転 換 」 で あ った 。

コン ビ=一 タ要 員 の教 育 費 用 は,年 間1社 当 り

250万8,600円,要 員1人 当 た りに 引 き直 す と5万

6,800と な り,92年 度 よ り相 当 下 が っ て い る。 一

方,一 般 社 員 の コン ピ ュー タ教 育 費 用 は,年 間1

社 当 り1,236万9,400円,従 業 員1人 当 た りに引 き

直 す と6,000円 と な り,い ず れ も92年 度 を 上 回 る

結 果 と な って い る。 これ は コ ン ピ ュ ー タ部 門 の 教

育 関連 経 費 の縮 小 に 対 し,全 社 的 に はOA教 育

や,エ ン ドユ ーザ ー コ ン ピ ュー テ ィ ング にか ら ん

だ 費 用 が 企 業 の 規 模 に 比 例 して 増 加 した もの とみ

られ る。

(3)オー プ ンシ ス テ ム化

オ ープ ン シス テ ム導 入 状 況 に つ い て,「 全 社 的

に主 要 シ ステ ムの オ ー プ ン化 を 展 開 して い る」 と

回答 した 企 業 は2.7%で,「 既 存 シ ス テ ム の一 部,

また は新 規 シス テ ム」 に つ い て の オ ー プ ンシ ステ

ム化 を 推 進 して い る企 業 は23.4%で あ った。 両 者

を合 わ せ た,す なわ ち具 体 的 に オ ー フ。ン シス テ ム

化 を 実 施 して い る 企業 の割 合 は26.1%で あ る。 ま

た,「 計 画 検 討 中」 の29.1%を 合 わ せ る と全 体 の

半 数 以 上 が オ ー プ ン シス テ ム化 に 取 り組 ん で い る。

オ ー プ ン シ ス テ ム化 の 内 容 で 最 も 多 か った の

は,「 ク ラ イ ア ン ト/サ ーバ ー型 シス テ ムの導 入 」

で あ っ た 。 続 い て,「 開 放 型OS」,「 パ ソ コ ン

LAN」,「 標 準 イ ン タ フ ェ ース 」,「マ ル チ ベ ンダ ー

シ ス テ ム」 の順 で回 答 が 多 か った 。
ノ

また,オ ー プ ンシ ス テ ム の導 入 効 果 に つ い て 回

答 が も っ と も多 か った の は,「 情 報 処 理 能 力 の 向

上,処 理 時 間短 縮 」 の44.8%で あ った(図1)。 次

い で,「 ハ ー ドウ ェア費 用 の節 減 」 の36.5%と な

て い る。 「要 員 人 件 費 の 節減 」 は10.9%で 効 果 の

項 目の うち,最 低 の 回答 率 で あ った 。また,「 そ の

他 」 に 関 して は 「導 入 した ば か りで具 体 的 な効 果

は まだ な い」,あ る い は 「費 用 は か え っ て 増 加 し

た 」 とい う回答 も 目につ いた 。

(4)ダウ ンサ イ ジ ング

「ダ ウ ンサ イ ジ ン グを実 施 して い る」 と回 答 し

た 企 業 は19.7%に 上 り,「 計 画 検 討 中 」 と 回 答 し

た企 業 は37.9%で あ った 。 回 答 企 業 の 半数 以上 が

ダ ウ ンサ イ ジ ング に意 欲 的 で あ る こ とが わ か る。

また 「予 定 な し,不 明 」 とす る 企 業 も42,4%で

あ った 。

ダ ウ ンサ イ ジ ン グの 目的 に つ い て は,「 エ ン ド

ユ ー ザ ー コ ン ピ ュ ー テaン グ の 推 進 」 が70.5%

(複数 回 答)と 最 も多 く,情 報 シ ス テ ム部 門 以 外 の

情 報 化 に 積 極 的 な 姿勢 が うか が え る(図2)。

ダ ウ ンサ イ ジ ン グ の 具 体 的 な 形 態 と して は,

ハ ー ドウ ェア面 で はrLANに よ る ク ライ ア ン ト

/サ ー バ ー型 シ ス テ ム」 へ の リプ レー スが 最 も多

く62.0%で あ った 。 メイ ンフ レー ム で は 「汎 用 機

か ら ワー ク ス テ ー シ ョン」 に 替 え るケ ー ス が多 く

33.3%と な っ て い る 。 これ に 対 し,端 末 機 で は

「専用 端 末機 か らパ ソ コ ン」 へ 替 え る ケ ース が圧

倒 的 に 多 く52.4%に 上 る。

一 方
,ソ フ トウ ェ ア面 で の ダ ウ ンサ イ ジ ン グに

関 して は,「 ネ ッ トワー クシ ス テ ム の 導 入 」,「ひ

NIXな どの 導 入」,「社 内業 務 処 理 の標 準 化 」の 回

答 に あ ま り差 が な く,こ れ ら は互 いに 関 連 して 進

行 す る も の とみ られ る。 また,情 報 処 理 業 務 を 実

質 的 に一 括 して外 部 に 委 託 す るな ど,い わ ゆ る分

社 化 や ア ウ トソー シ ン グ は8.2%に と ど ま って い

る。

ダ ウンサ イ ジ ン グを実 施 した,あ る いは 実 施 す

るた め の初 期 費 用 は,1社 当 た り平 均 総 額 約2億

円で あ り,そ の うちハ ー ドウ ェ ア関 連 の費 用 が最
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も多 く平 均1億2,700万 円を 要 して い る。 ソフ ト

ウ ェア 関連 の費 用 は ハ ー ドウ ェア関 連 の 約2分 の

1で,そ の うちパ ッケ ー ジ ソ フ トの 割 合 は2割 弱

と い う結 果 に な って い る。

3.わ が国の情報システムセキュリテ ィの現況

わが国の情報システムセキュリティの実態を把

握するために,JIPDECが1993年 度 に実施 した

「情報セキュリティに関する調査」の結果を分析

する。

(1)情報管理の現状

ここ数年来,個 人情報の漏洩が新聞などで報道

されることが多 くなってきている。その多 くは,

廃棄処理を巡 っての情報漏洩である。すなわち ,

コンピュータセンターでは厳重に管理されていた

としても,そ の情報が業務で利用 される ときは

ハー ドコピーで利用されることがほとんでもある
。

そ して,そ の利用済みの紙ベースの情報の処分を

巡って,問 題が発生するケースが多い。

企業 として情報管理を行 う場合には,従 業員ま

かせではなく組織 としての統一的な情報管理が求

められ,そ のための規定が必要になる。 しか し,

情報を管理するための規定を定めている企業は全

体の43.1%に 過 ぎない。また,情 報を管理する場

合,「極秘」,「秘」,「社外秘」などの機密度 ランク

を設定 している企業は34.8%と あまり多 くない。

情報を安全に保管するためには,一 般的にバ ッ

クアップ用のファイルを作成 して別の場所に保管

することが望ま しい。 しか しながら,遠 隔地に

バ ックアップファイルを保管する場合 ,独 自に情

報保管設備を設置するにはコス トもかか り運営も

大変である。そこで,情 報保管設備を備えた情報

保管業者の存在が必要 とされる。 しか しながら,

バヅクアップ用ファイル等の保管に情報保管業者

を利用 しているのは27.7%と 非常に少ない。

重 要 情 報 で あ って も,最 終 的 に は破 棄 処 分 され

る。 そ の 多 くは紙 ベ ー ス の情 報 で あ るが
,こ の場

合 に一 歩 ま ちが え る と情 報 漏 洩 に つ な が る。 た と

え業 者 の犯 した 過 ち で漏 洩 した と して も,そ れ が

個 人 情 報 で あ った り自社 以外 の情 報 で あ った りす

れ ば,破 棄 処 分 を委 託 した企 業 の 責 任 は 免 れ な い。

重 要 情 報 の破 棄 に専 門 業 者 を 利 用 して い る企 業 は

わ ず か37.6%に と ど ま って い る。

(2)コン ピ ュ ー タ犯 罪 の動 向

これ まで に コ ン ピ ュー タ犯 罪 が 発 生 した こ とが

あ る と回答 した 企 業 は,全 体 の2.3%に 過 ぎ ず ,

決 して 多 い とは 言 え な い 。 コ ン ピ ュー タ 犯罪 の タ

イ プ と して は,「 デ ー タ の不 正 入 力 」,「機 器 の 破

壊 ・盗難 」 が最 も多 く,次 い で 「デ ー タ の漏 洩」,

「デ ー タ,プ ログ ラ ム の改 ざん ・消 去」 が続 い て

い る。

コ ン ピ ュー タ ウ イル スや テ レホ ン カー ドの偽 造

等 を 除 け ば,わ が 国 の コ ン ピ ュー タ犯 罪 が 急 速 に

増 加 す る よ うな 傾 向 は 見 あ た らな い 。 しか し,

「今 後 の情 報 化 社 会 で コン ピュ ー タ犯 罪 が増 加 す

る」 と思 っ て い る人 は 全 体 の75 .7%に 上 って い る

(図3)。 さ らに,コ ン ピ ュ ータ 犯罪 に対 応 す るた

め,現 行刑 法 で十 分 だ と 「思 う」人 は5 .9%に す ぎ

ず,「 思 わ な い」人 が33,0%に 及 ん で い る。 も っ と

も,「 わ か らな い」 とい う人 が 最 も 多 くて60.4%

を 占め て い る こ とか ら も,こ う した法 的 問 題 は コ、

ン ピ ュー タ ユ ーザ ー に と って 内容 的 に 難 しい こ と

を物 語 っ て い る。'

さ ら に,「 思 わ な い 」 と回 答 した 人 の う ち の

65.9%は,「 情 報 そ の もの に 対 す る犯 罪 を 広 く規

定 す べ き」 と考 え て い る こ と も注 目に 値 す る。 す

な わ ち,今 後 増 加 す る コ ン ピ ュ ー タ犯 罪 の 多 く

は,情 報 犯 罪 が 中 心 だ と考 え られ て い る こ とがわ

か る。一
、
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図1 オープンシステム導入による効果の分布

導 入 効 果 OlO 20 30 40 50社 数 比

(%)

情報処理能力の向上 処理時間短縮 44.8

ハードウェア運用費用の節減
36.5

システム開発が楽になった 28.6

社内の組織 業務改革の進行 27.6

ソフトウェア運用費用の節減 20.8
N=192

要員人件費の削減、

盤1α9

その他 § 1&0

図2 ダウンサイジング推進の目的

目 的 0 25 50 75

1社数比(%)
1 ● 1

エ ン ドユ ーザー コ ンピュ 70.5
一テ ィ ングの推進

分散 コ ンピューテ ィ ング 52.6
の推進

情報処理関係の費用削減 45.6
N=546

経営合理化の一環
霧3住 ・

その他
11・3



図3コ ンピュータ犯罪に対する意識

L今 後の情報化社会でコンピュータ

犯罪は増加すると思うか

1
増加する

思わない5

2.コ ンピュータ犯罪に対応するため

現行法で十分と思うか

3.2の 「十分 とは思わな い」にっ い

て,何 が十分で ない と思 うか

無回答

0.6%

その他

あ

わ

無回答O.8%

十分だと
思う5.9%

●

一
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情報システム部解体

剤 蛭 法人締
PriceWaterhouse

情報戦略コンサルティングゲループ

デ ィレクター 山 崎 文 明

監査法人と言えば公認会計士の集団であ り

商法や証券取引法にもとつく会計監査証明業

務を業 とする特殊法人とい う理解をされてい

る方が大半であろうと思います。

監査法人の実態は大 きく3つ に区分されま

す。公認会計士とはいいながらも監査業務は

ほとんどな く個人商店や零細企業の税務申告

や帳簿の記帳代行などのいわゆる税理士業務

を主に行っている個人事務所 と公認会計士が

数十人未満の規模で先の税理士業務に加え中

堅中小企業の商法監査を手がけている中堅の

監査法人さらに従業員数が数万人規模で国際

的な事業展開をしている5大 会計事務所 と提

携 している監査法人です。

この5大 会計事務所における会計監査報酬

の売上構成比はいずれ も50%程 度で監査報酬

に次 ぐ売上は企業向けコンピュータシステム

(アプ リケーシ ョンシステム)の 企画,開

発,製 造,あ るいは システ ム監査 といった情

報 システムに関連 したサ ービスに よる もので

ある ことは知 られて いない ようです。

私 ども青 山監査法 人は5大 会計事務所の一

つであ るプライス ウオーターハ ウスの 日本法

人 として1949年 か ら国内での営業 を行 ってい

ます。

監査法人 に身 をお く情報処理技術者の一 人

として,情 報処理技術 の企業経営への応用技

術についての研究開発 が私 たちの最大の使命

で あると考えてい ます。

ここ1,2年 の経験 として,私 たちシステ

ムコンサ ルタ ン トに持 ち込 まれ る案件 は企業

規模 に関わ らず総 て と言 っていいほ どにパ ソ

コンLANの 導 入に関す るご相談です。今回

は,シ ステムコンサル タン トとして外部の 目

か ら見た コンピ ュータの世界で繰 り広げ られ

てい る技術革新 と情報 システム部門の問題点

について考えてみたい と思 います。

1.技 術革新

大手企業の場合はLANを 導入することに

よって利用部門によるデータの加工を可能 と

し情報システム部門が対応できない要求へ対

処する,あ るいは情報を共有することによっ

て組織を活性化するといった 目的が多い反

面,中 堅中小の企業はコンピュータ運用経費

の削減を第一の目的とされることが多いよう

です。

目的は違っていても情報システム部門が迫

られる対応は今までと違った コンピュータ技

術(ア ーキテクチャ)の 習得です。この点は



情報 システム部 門が50名 規模 であろ うと2 ,

3名 の規模で あろ うと新 しい技術 へ積極 的に

挑戦 してゆ く個 々人の姿勢が最 も重要 です。

しか し残念 な ことに旧 アーキテ クチ ャに固守

す る,あ るいは学 習意欲が失せ て しまってい

る情報 システム部員 を抱え ている企業があ ま

りに も多 いのが実体です。

2.情 報システムの限界

汎用機やオフコンで大変な費用をかけて管

理帳表を作成 していた り,た くさんの端末機

が接続されているホス トコンピュータにシュ

ミレーション(最 も経済的な配軍計画などの

解を求めるための試行錯誤の計算)を 行わせ

ているために端末の応答が遅 くな りホス トコ

ンピュータのグレー ドアップを真剣に考えて

いる企業があります。

パソコンの優位性に着眼すれば利便性が高

く経済的にも合理的なシステムが短期間で実

現されるにも関わらず,有 効に利用 されてい

ない例があまりにも多いように感 じられます。

情報システム部門の担当者の技術力の限界が

企業の情報処理技術の活用の限界になってい

るとしたら情報 システム部門の存在意義その

ものが問われるべきではないで しょうか。

3.情 報システム部門の役割

今後 とも急速な勢いで続 く技術革新への対

応が可能な技術者はそれらの製品を提供 して

いるメーカーにも十分確保されていません。

ここにも個人の意欲や年齢の壁が企業の限界

として存在 しているのです。技術習得のため

の設備や環境が整 った専門の技術者集団を抱

えたコンサルティング会社や ソフ トウェア会

社,あ るいはそれらの企業内のグループのほ

とん どは現時点では零細ですが彼らが間もな

く主役に踊 り出るのは間違いあ りません。自

社の情報システム部門の老害に対処 してい く

ためにはこれらの技術集団との交わ りが特に

重要です。

一方
,「技術革新への対応」が一企業で今

後 とも可能であるかについては2つ の見解が

あると思われます。一つは現在の革新が情報

処理を生業としない一般企業のシステム部員

がキャッチアップして行 くことができないほ

どに複雑な状況になるとの見方です。もう一

つの見方はコンピュータが人に歩み寄 りユー

ザーに優 しいコンピュータへの変身を成 し遂

げるとの見方です。

大方 は複雑 な状況 を克服 しなが らコン

ピュ・一タが限 りなく家庭電化製品としての操

作性を備えるとの見方で一致するのでは無い

で しょうか。長期的な視野で見たとき企業内

における情報 システム部門の役割は変わらざ

るを得ないのでは無いでしょうか。そのとき

求められるものは情報処理技術の経営への応

用についての企画力とデータを価値ある情報 ●

として組み立て る能力すなわ ち情報 リテラ

シーに関する専門家としての指導力と考えら

れ ます。 しか し,企 業における情報システム

部門の役割が重大な転換点に差 し掛かってい

るとの情報システム部自身の認識は十分では

あ りません。一
〉



4.情 報 システム部解体

技術革新への対応が困難でかつ情報 リテラ

シーへ の取 り組み も十分でない情報 システ ム

部門をかか えている企業が情報立国を 目指 さ

ざるを得 ない 日本 の経済社会に おいて優位に

立つ ことは無いで し ょうし,サ バイバ ル もま

た困難を究め るで あろ うことは容 易に想像 で

きるこ とです。

こうした事態 に対処 して行 く方策 と して ア

ウ トソーシングの活用 が考 え られ ます。 ロー

コス トで常に最新 のアーキテ クチ ャが享受 で

きるア ウ トソー シ ングは情 報処 理 担 当者 の

キ ャリアパ スや処遇に悩 まされ ることもあ り

ませ ん。 ア ウ トソーシングに対す る様 々な問

題点の指摘 の声 が聞 えてきそ うです が これ も

また様 々な問題を乗 り越 えなが ら資 本主義経

済 の原理原則 の中で不可欠なサ ービスとして

定着 してゆ くと考 えられ ます。

企業 内に コンピュー タ専任部 門を設 ける こ

との意味 あいは コンピュータが高価な もので

あった当時に比べ急速に薄 らいでい ます。

私 どもの クライア ン ト(コ ンサル テ ィング

業 界では顧客 の ことを こ う呼 び ます。)の 例

を挙 げ ると ローコス トオペ レーシ ョンを旨 と

す るデ ィスカウンターですでに情報 システム

部 の廃 止 が 行 わ れ て い ま す 。 ホ ス トコ ン

ピュータはア ウ トソーシ ング業者に移設 し日

常 のオペ レー シ ョンか らは完全 に解放 され大

幅な経 費の節減 に成 功 しています。 また,C

IO(情 報戦略担当取 締役)の 役割 である経

営戦略 を反映 した情報 システ ムの企 画や 開発

管理 は私 どもへ完全 に委託 していただいてい

ます。 まさにCIOの ア ウ トソーシングまで

が実践 されてい ます。

読者の大半が企業内の情報システム部門に

身をおかれていることを省みずに刺激的な批

判を展開 して しまいました。「情報 システム

部を解体 して しまえ。」な どと主張す るシス

テムコンサルタントなどに声をかけていただ

け無いだろ うことは想像に難 くないことです

が,当 面の必要からシステム担当者を採用す

る企業と自己啓発への取 り組みが十分でない

担当者を目の当た りにすると情報立国 日本の

将来を少 し憂いてみた くな りました。



海外ニュース&ト ピックス

1.米 政府1995年 度予算教書 ,研 究開発費は

死守

ク リン トン政府 が提示 した研究開発費総額

は前年度比3%増 の730億 ドルで あ り ,軍 事

技術民生化転用計画やNII,HPCCの 推 進 の

ため にNTIAやNISTの 予算が大幅 に増額 さ

れ る一方で,宇 宙 ステー シ ョンや大規模な武

器開発計 画は切 り捨 てられ てい る。

2.ソ フ トウェア業界変動前

メイ ンフ レームか らPCへ とい う流れ は
,

ソフ トウェア業界 の勢力地図を も塗 り替 え る

可能性が ある。 メインフ レーム用 ソフ トウェ

アを開発す る環境を持てなか った開発途上 国

も,PC用 ソフ トウ ェアな ら資 金 的 に十 分参

入可能であ る。 ソフ トウェアは人件費の塊 と

い って良いため,人 件費の安 さは大 きな利点

であ り,現 に旧東欧国や南米 ,ア ジアの国か

らの ソフ トウ ェアパ ッケージの輸 出が始 まっ

てい る。

3.MCl,地 域電気通信事 業に乗 り出す

アメ リカの長距離 電 気通信 事 業者 で あ る

MCIは,子 会社MCIMetroを 通 じ,地 域 ア

クセス網(長 距離 回線へ のアクセス回線網)

の建設 に乗 り出す ことを明 らかに した。20億

ドルを投 じ,ま ず1994年 に全米主要20都 市に

光 フ ァイバ ー網 を建設 し,そ の後 も急 ピ ッチ

で他 の 都 市 に も拡 げ て い く予 定 で あ る。

MCIが 地域交換 サ ー ビス を提供 で きるか ど

うかは今後の規制緩和次第であ り,長 距離電

気通信事業への参入を望んでいる地域電話会

社側はむ しろ相互参入の実現を望んでいる。

4.病 院 の リエンジニア リング

アメ リカでは,Medicare(65歳 以 上老 人に

対す る医療健康保 険制度)が,1996年 までに

支払 い請求 を全 て電子的 に行 うよ う命 じた こ

ともあるが,医 療分野での コンピュー タ導入

が急速に進んでい る。医療 分野 での競争進展

を予想 して これ まで積極 的に情報化を進めて

きた施設 は全米 の一割程度 で,他 の病院は ど

うしたら良 いかわか らず,一 種のパニ ックに

な って コンサル タン ト会社 に押 し寄せ ている。

病院の情 報化 の最大の障害 は既存 のや り方に

しがみつ こ うとす る医者た ちである。

5.EUも 情報スーパーハイウェイ整備へ

日本やアメリカの情報インフラ整備構想に

刺激 され,EUも 加盟国の大手民間企業の首

脳を含めた専門部会を設置して本格的に欧州

版情報スーパーハイウェイの構築に乗 り出す

ことになった。 ヨーロッパは情報インフラを

公社が独占的に運営 している国が多 く,そ の

点では放送 と通信などのメディアの統合を進
」

めやすい環境にある。また旧東欧など殆ど新

たにインフラを建設せ ざるを得ない国はか

えって最新の設備で構築す ることになるた

め,今 後の成 り行 き次第では一躍先頭に立つ

可能性もないではない。一



JIPDECだ より

● ●● 総 務 部 ●● ●

理事会の開催

平成6年 度第1回 理事会が5月24日 に開催

され,以 下の議案が承認 されました。

・平成5年 度事業報告書ついて

・平成5年 度収支計算書,正 味財産増減計

算書,貸 借対照表および財産 目録につい

て

・平成6年 度補助金の受入れおよびこれに

伴 う補助事業の実施について

● ● ● 開 発 研 究 室 ●● ●

平成5年 度 よ り2年 計 画 で,「 ビジ ュアル

イ ンタフ ェースに関す る調査研 究 ワーキ ング

グル ープ(主 査 田中二郎 筑波大学電 子 ・

情報工学系助教授)」 を設 け ビジ ュアル イ ン

タフ ェースの技 術的な研 究を進めています。

平成6年 度は,ビ ジ ュアルイ ンタフェース

の構成原理,ビ ジ ュアルイ ンタフ ェースの実

装方法,期 待効 果な どについて検討 を行い,

人間 とコンピ ュータとの新 しい係わ り方をイ

ンタフ ェースの側面か ら研究す ることとし,

また実験開発 では,デ ータの ビジ ュアルア ク

セス システ ムのプ ロ トタイプを作成 し,直 接

操作 に よるアクセ スの効 果等 の研究 を行 うこ

ととしてい ます。今年度 の ワーキンググルー

プ メン7〈.一は次 の とお りで,5月13日 に第1

回の会合を開催 し,実 世界指 向イ ンタフ ェー

ス等について調査 しました。 なお,平 成5年

度 ビジ ュアル インタフ ェースの研究開発報告

書は若干の残部があ ります ので,ご 希望の方

は開発研究室 まで(電 話03-3432-9396)ご 連

絡 くだ さい。

ビジ ュアルイ ンタフ ェースに関す る調査研究
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● ● 情報セキュリティ対策室 ● ●

わが国の情報化は,最 近 のダ ウンザ イジン

グや オ ープ ン化 の傾 向が 高 ま った こ とに よ

り,利 用環境 が大 き く変わ ろ うと しています。



そ の最 も大 きな変 化 は,企 業 に お い て は

LANに よって接続 され た高性 能 な パ ソコン

が末端 の利用者 にまで も普及 しは じめ ,そ れ

らの利用者 の段階 で独 自に情報処理を行 う,

いわゆ るエ ン ドユ ーザ ーコンピューテ ィング

が推進 され るよ うにな って きました。 また ,
一般家庭 において も同様 にパ ソコンの利用が

急速 に浸透 しつつ あ ります。

これ は,コ ンピュータの管理が専門家 の手

か らいわゆ る素人 の手に まで広 が った ことを

意味 してお り,こ れ まで も専 門家 に管理 され

ていなが ら事故や不正行為等 に弱 いとその脆

弱性 を指摘 され ていた情報 システムが,さ ら

にそ の傾 向を強 めてい くとい うマイナスの一

面 も持 っていることを表 しています。

そのため,今 日の情 報 システムは,従 来 に

も増 してそのセキ ュ リテ ィ対策が重要 とな っ

て きてい ます。 また,情 報 システムのセキ ュ

リテ ィ対策 を補完す る立場に あるシステ ム監

査 につ いて も,そ の重要性が認識 され なけれ

ばな りません。

しか し,わ が国では,諸 外 国に比べて情報

システ ムのセキ ュ リテ ィ対策 につ いては ,依
じ

然 として 関心 が高 い状況 とは言 い難 く,ま

た,シ ステム監査につ いて もその普及率 は低

い状況 であ り,情 報化社会の健全 な進展 には

早急 な普及 と実施が望 まれ るところです。

この よ うな観 点か ら,情 報 セキ ュリテ ィ対

策室 では,情 報 システムのセキ ュ リテ ィ対策

とシステム監査 に関 して,調 査 研究,普 及啓

蒙活動を行 って います。

1.セ キ ュ リテ ィ対策 に関する調査研究

平成5年 度 はセキ ュ リテa対 策の うち,特

にセキ ュ リテ ィ産業 の育成において重要なア

クセス コン トロール分野について調査研究 を

行 い,資 料を と りまとめ ました。

また,急 増 す るコンピュータ ウイル ス問題

について,被 害 に対応すべ く法的対応を検討

し,資 料 を と りまとめ,関 係部署に配布する

ことに よ り,ウ イル ス対策に関す る普及啓蒙

活動を行い ま した。

平成6年 度 は フ ァシ リテ ィマネ ジ メ ン ト

サー ビスにおけるセキ ュ リテ ィ対策お よび コ

ンピュータ ウイル ス問題 に関す る調査研 究を

行 う予定で準備を進めてい ます。

2.シ ステム監査の普及啓蒙活動

平成5年 度は通産省が平成3年 から実施し

ている 「システム監査企業台帳」のとりまと

め,関 連資料の作成等,シ ステム監査の普及

啓蒙活動を行いました。

平成6年 度はシステム監査の動向を監査部

門および被監査部門(情 報システム部門)を

対象 としたアンケー ト調査を実施 し,問 題点

の把握等,引 き続きシステム監査の普及促進

および普及啓蒙活動を行います。

3.情 報セ キ ュリテ ィに関す る調査

平成5年 度はわが国におけ る情報 セキ ュ リ

テ ィの現状お よび問題点 を把握す るため ,情

報 システ ム部 門を対象 とした アンケー ト調査

を実施 し,資 料 としてと りまとめ ,関 係部署

へ配布 しま した。

● ●● 調 査 部 ● ● ●

1.情 報化総合指標(13)調 査研究

1986年 より,わ が国の情報化の進展状況や

今後の動向を数値でとらえる試みを実施 して

3
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います。 この調査 研究ではハー ドウェア,ソ

フ トウェア,通 信能力の3分 野か らなる産業

な らびに地域 の情報化を表す指標作成 につい

て,「 情報化総合指標調査研究委員会」(委 員

長:廣 松 毅 東京 大学 先端 科学 技 術 セ ン

ター教授)を 設置 して検討 を進め ています。

平成4年 度 の調査 に よる と,1991年 の全産

業 におけ る従業者1人 当 りの装備額 はハー ド

ウェア124.6万 円,ソ フ トウ ェア99.5万 円,

通信能 力 の保 有 回線容 量 は 同 じく1人 当 り

148.7bpsと なっています。産業間での第二次

産業 と第 三 次 産 業 の比 率 は ハ ー ドウ ェア

が1:2.8,ソ フ トウェアでは1:3.8,さ らに

通信能力は1:4.3と いず れ も第三 次産業 が大

き く上回 る結果にな りました。 また,予 測 の

伸 びは経済状況 とダウンサイ ジング等に よる

電 算機費用 のス リム化 の影響を受けて,ゆ る

やかな カーブを描 くようにな ってい ます。 こ

の他に特定 分野 の情報化指標(副 指標)と し

て,地 方 自治体 が行 う地域 の行政 サー ビスを

13と同様の手法で指標化 しています。

従来 の調査研究は メイ ンフ レームを主な調

査対象 としているので,最 近 の利用動 向を反

映 しきれ ない部 分 もあるため,パ ー ソナル ・

コンピュー タ,ワ ークステーシ ョンな どに関

す る基礎 デ ータの収集 も行 ってい ます。平成

6年 度は さらに情報化の新 しい動 きを把握 す

るこ とがで きるよ うなデ ータの収集 と整備 を

多方面 にわ たって進め,副 指標化に結びつけ

てい く予定 です。

2,コ ンピュータ ・ユー ザー動 向調査

コン ピュータ ・ユ ーザ ー動 向調査 は,過 去

26年 間継続 してz－ ザ ーの コンピュ■一.タ利用

お よびオ ンライン/ネ ッ トワーク化 の調査 を

実施 して きました。1993年 度 の調査結果 の主

な内容 は,当 協 会 発行 の 「情報 化 白書」 で
"産 業 界 に おけ る コ ンピ ュー タ利用 現 況"

(1994版:P82～98)と して紹介 してお りま

す。 また,今 回か らコンピュータ利用を巡 る

最新の傾 向 と して,オ ー プ ンシス テ ムの導

入,ダ ウンサ イ ジ ングの実 施状 況を,ま た

ネ ッ トワークの利用に関 しては,国 際的 ネ ッ

トワー クの一 つ として注 目され て い るイ ン

ターネ ヅ トに関す る内容を加えて,ユ ーザ ー

の皆様 に よ り有効 に調査の結果を活用いただ

け るよ うに調査 の充実 に努め ま した。

新規調査 の結 果の一端 をご紹介いた します

と,

① オープンシステ ム化 の実施率

26.1%(1,003社 中262社)

② ダ ウンサイジングの実施率

57.6%(965社 中556社)

*ダ ウンサイジ ング計画検討中 も含む。

③イ ンターネ ッ トの利 用度

10.7%(830社 中89社)

とな っています。

今年度は,従 来の調査内容の見直しを図る

とともに,情 報化の新たな展開を把握するた

めに,調 査項 目の新設について も検討を進め

ていくこととしてお ります。・調査実施時期

は,10月 中旬の予定です。

ユーザ各位のご協力をお願いいたします。

3.情 報化白書1994年 版の編集 ・発行

「情報化 白書1994年 版」を5月 下旬に発行

しました。.

今回の総論テーマは 「豊かな情報化社会の

実現に向か って一新 しい情報化人材への期



待」 です。不況が深刻化,長 期化 し,情 報化

の潮流が激 しく変化す る中 ,こ の変化 に対応

し,よ り高度な情報化を推進す る担 い手 とな

るべ き 「新情報化人材」が求め られ ています。

総論では この 「新情 報化 人材」 につ いて,そ

のあ るべ き姿 を解説 す るとともに ,そ の よ う

な人材 を育むための環境基盤につ いて も取 り

上げま した。

各論 では,JIPDECの オ リジナルデー タと

して,「 情報化総合 指標(JIPDECI3)」,コ ン

ピュータ利用状況調査」,「情報 セキ ュ リテ ィ

調査」,を 例年 どお り取 り上 げ たほか,リ エ

ンジニア リング,イ ンターネ ッ ト,ア メ リカ

のNIIな ど,各 分野 におけ る最新 の動向を と

りまとめてい ます。

内容 につ いては勧 日本情報処理開発 協会情

報化 白書担 当(TELO3-3432-9382)ま でお問

い合わせ下 さい。

なお,「 情報化 白書1995年 版 」 の編 集 ・企

画については,現 在検討 中です。

4.平 成6年 度情報化月間

情報化は,情 報 ・通信技術の進歩を背景に

産業 ・社会 ・生活のあらゆる分野に浸透 しつ

つあ り,今 後の情報化社会の健全な発展のた

めに,国 民が広 く情報化に対す る正 しい知識

と理解を深めることがますます重要になって

います。

政府では,昭 和47年 以来,毎 年10月 を 「情

報化月間」 と定め,全 国各地で関係団体等が

様々な行事を行 っています。

平成6年 度の情報化月間は,メ インテーマ

を 「新たな情報化フロンティア」,本 年度の

テーマを 「行政と情報化」として,全 国で各

種の行事が展開されることになっています。

10月3日(月)の 東京全 日空 ホテルにおけ

る平成6年 度情報化月間記念式典を始め,展

示会,講 演会,セ ミナー,高 校生 プログラ ミ

ング コンテ ス ト,中 学 生 コン ピ ュータセ ミ

ナー等 々の行事が,北 海道 か ら沖縄 までほぼ

全都道府県にわた って開催 され ます。 なお,

10月3日 の情報 化月間記念式典 では,情 報化

促進 に多 大 の貢 献が あ った個 人,企 業 ・団

体,優 秀情報処理 システムお よび全国の高等

学校生 ・高等専 門学校生を対象 とす るプログ

ラ ミング ・コンテス トの優秀作品に対 して大

臣表彰(優 秀情報処理 システ ムについては,

情報化月間推進会議議長表 彰)が 行われ る予

定 とな っています。

5.コ ン ピュータ ・トップセ ミナーの開催

行政 におけ る情報化 の支援お よび政策担 当

者 の情報化に関す る理解を深め る見地か ら,

政府各省庁の幹部職員を対 象に夏,冬 の年2

回,㈱ 日本電 子工業振興協会 と共催 で標記セ

ミナ ーを開催 します。

平成6年 度第1回 セ ミナーは平成6年8月

31日 ～9月2日 の2泊3日 で行 う予定 です。

6.講 演 ・セ ミナーの開催

協会の成果や政府施策等から,多 くの方々

に特に高い関心を持 っていただけるテーマを

選び適宜開催する予定です。

7.JlPDECジ ャーナルの編集 ・発行 、

当協会の活動状況や政府 関連 施策 な どの紹

介 ・解 説 を 中 心 に編 集 した 広 報 誌 で あ る

rJIPDECジ ャーナル」 を発行 し ,会 員,政

府各省庁,関 係団体,公 立 図書館,大 学図書

館な どへ配布 しま した。一 一



各号の主要記事は次のとおりです。

81号(平 成5年6月 発行)

①米 ・仏 ・英の情報化を巡 る最近の動き

② リアルタイムシステムのソフ トウェア

の安全性に関する調査研究

③分散グループレビューシステムのプロ

トタイプ開発

82号(平 成5年9月 発行)

①標準カリキュラムの作成について

②EDIに おける法的諸問題の検討に関す

る調査研究成果発表会

③通商産業省のEDI関 連施策

83号(平 成5年12月 発行)

①情報化月間

②産業情報化シンポジウム

84号(平 成6年3月 発行)

①新試験制度の概要紹介

②大規模知識ベースの構築 と共有に関す

る

③国際会議1993(KB&KS'93)

8.協 会成果物の配布 ・頒布

当協会が実施 している各種事業の成果を取

りまとめた報告書や資料,ま た新規の出版物

を作成 し,ご 要望に応 じて配布 ・頒布を行っ

ています。

なお,上 記の成果物につきましては,皆 様

にいつでも閲覧 していただけるよう整備 して

います。

● ●Al・ ファジィ振興センター● ●

rFUZZ-1EEE/lFES'95」 の開催

この国際会議 は1991年11月 に横浜で開催 し

た 「国際 フ ァジィ工学 シ ンポジ ウム」 に続い

て 行 わ れ る も の で あ り,下 記 要 領 に よ り第2

回 国 際 フ ァ ジ ィ工 学 シ ン ポ ジ ウ ム と 第4回

IEEEフ ァ ジ ィ シ ス テ ム 国 際 会 議 を 合 同 で 開

催 す る も の で す 。

・主 催

肋 日本 情 報 処 理 開 発 協 会(JIPDEC)

技 術 研 究 組 合 国 際 フ ァ ジ ィ工 学 研

究 所(LIFE)

日本 フ ァ ジ ィ学 会(SOFT)

米 国 電 気 電 子 学 会(IEEE)

・期 日:平 成7年3月20日(月)～24日(金)

・場 所:パ シ フ ィ コ横 浜(神 奈 川 県 横 浜 市)

・講 演

基 調 講 演:寺 野 壽 郎(LIFE)

"ProgressofFuzzyEngineeringat

LIFEandItsProspect"

特 別 講 演:

M.A.K.Halliday(Univ.ofSydney)

"F
uzzyGrammatics:ASystemic

FunctionalApproachtoFuzziness

inNaturaiLanguage"

招 待 講 演=

R.Marksll(Univ.ofWashington)

"FuzzyandExtraCrispPOCS"

W.Pedrycz(Univ.ofManitoba)

"F
uzzyControlEngineering:Reali-

tyandChallenges"

E.Ruspini(SRIArtificiallntelligence

Center)

"F
uzzyLogic-BasedPlanningand

ReactiveControlof・Autonomous

MobileRobots"

M.Togai(TogaiInfra-Logiclnc.)

"lndustrialApplicationsofFuzzy

LogicTheoryinthe,World"

E



・論 文 発 表 分 野

基 礎 概 念 と 手 法,フ ァ ジ ィ コ ン ピ ュ ー

テ ィ ン グ(ハ ー ド/ソ フ ト) ,遺 伝 的 ア

ル ゴ リ ズ ム ,ヒ ュ ー マ ン イ ン タ フ ェ ー

ス,画 像 理 解,知 能 シ ス テ ム
,ニ ュ ー ラ

ル 不 ッ ト ワ ー ク,人 工 現 実 感
,

お よ び 農 業,人 工 生 命 ,行 動 科 学,経 営

管 理,土 木,制 御,デ ー タ ベ ー ス,建 築

設 計,エ コ ロ ジ ー,教 育,産 業,知 識 工

学,法 律,医 学,マ ル チ メ デ ィ ア ,自 然

言 語,OR,パ タ ー ン 認 識,心 理 学,ロ

ボ ッ ト,安 全 工 学,社 会 経 済 な どへ の 応

用

・催 物

(1)エ キ ジ ビ シ ョ ン

LIFEの 研 究 成 果 お よび 一 般 公 募 に よ

る フ ァ ジ ィ,ニ ュ ー ラ ル ネ ッ ト ワ ー

ク,遺 伝 的 ア ル ゴ リズ ム ,ヒ ュ ー マ ン

イ ン タ フ ェ ー ス,画 像 処 理 ,知 能 シ ス

テ ム,人 工 現 実,人 工 生 命 な ど の 「ソ

フ ト コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ 」 技 術 の 応 用

製 品 な ど が 展 示 され ま す 。

(2)フ ァ ジ ィ ロ ボ ッ ト競 技

「ソ フ ト コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ」 技 術 を

用 い た ロ ボ ッ トシ ス テ ム に つ い て 競 技

を 行 い ま す 。

(3)ワ ー ク シ ョ ッ プ

複 数 の テ ー マ で の ワ ー ク シ ョ ッ プ が 開

催 さ れ ま す 。 と くに,LIFEフ ァ ジ ィ

理 論 寄 付 講 座(東 工 大)のA.Rales-

cu教 授,1.B.Turksen教 授 ,H.T.

Nguyen教 授,L.T.K6czy教 授 に よ っ

て 特 別 ワ ー ク シ ョ ッ プ が 開 催 され ま す 。

な お,rFUZZ-IEEE/IFES'95」 を 開 催 す

るにあたっての具体的な検討 ・準備を行 うた

め,当 協会に実行委員会を設置しました。そ

の構成は以下の通 りです。

委員長 菅野 道夫(東 京工業大学)

委 員 浅居喜代治(福 山平成大学)

新井 政彦(㈱ 東芝)

椎塚 久雄(工 学院大学)

柴野 俊弘(新 妻冷熱工業㈱)

中西祥八郎(東 海大学)

中村 和男(国 際ファジィ工学

研究所)

廣田 薫(法 政大学)

福田 敏男(名 古屋大学)

藤森 幸子(国 際ファジィ工学

研究所)

本多 中二(電 気通信大学)

向殿 政男(明 治大学)

市川 隆(働 日本情報処理開

発協会)

● ● 産業情報化推進センター ● ●

産業情報化推進センターでは,産 業界にお

ける情報化の健全な発展 と普及啓蒙を図るた

め,各 業界 との連携を図 りつつ,各 種の課題

に取 り組んでいます。

平成6年 度は,以 下に紹介するような活動

を行 う予定です。

、

1.ビ ジネスプ ロ トコルに関す る検 討

(1)業 際EDIパ イ ロッ トモデルの調査 ・研究

・開発

本事業は,業 際EDIの 具体的 なモデルお よ

び システ ムの構築,デ ータ交換実験 とその評一



価を行 って今後 の業際EDIの 構築 に資す る も

のです。本年度 も,昨 年度に引 き続 き,通 産

省か ら受託 し,本 事業を実施す る予定です。

(2)中 小企業物流EDIパ イ ロヅ トモデル の調

査研究開発

本事業は,前 述(1)を補完す るものです。(1)

が主 として大手企業 向け であるのに対 し,本

事業ではパー ソナル コンピュータで,(1)と 同

一 の業際EDI機 能 を実現 しよ うとす る もので

す。本年度 も,昨 年度に引 き続 き,通 産省か

ら受託 し,本 事業を実施す る予定です。

2.ユ ーザ システムの高度 化に関する検討

(1)EDI向 け 「新 手順」 の開発 ・普及

OSIの フ.ロフ ィルで あるFTAMを ベ ー ス

と したEDI向 け新 手順,rF手 順」 につ いて

は,一 通 りの開発が終 了 しま した。今年度 は

普及促進,ド キ ュメン ト類の維持 管理を行い

ます。 また,肋 情 報処 理相 互 運用 技術 協 会

(INTAP)と 共 同 して,F手 順製品 を開発す

るベ ンダ用に相互運用性試験 の実施要領 を取

りま とめる予定 です。

(2)OSI利 用促進

OSIに 関連 したセ ミナーを行 うな ど,OSI'

の利用促進 のため の活動を行い ます。 さらに

将来,オ ープンなEDIの 通信手順 として期待

されてい る,Pedi(MHSベ ースEDI)に つ い

て,ユ ーザ 向けの解説書を作成 す る予定です。

てシステム構築上の問題 点を中立的な立場か

ら取 り上げ,産 業界の システ ム構築 を支援す

ることとしています。

(2)情 報ネ ットワー クサー ビス事業実態調査

産業界のネ ッ トワーク構築 の重要な キーと

なる情報 ネ ッ トワークサ ービス事業者 のサー

ビス機能等 の実態を把握す るための アンケー

ト調査 を実 施 し,そ の調査結果についての分

析 ・評価をす ることとしています。

4.産 業界のシステム化制度問題調査研究

(1)EDIの 法的問題に関する調査研究

EDIが 産業活動の基盤 として進展 していく

ためには,EDI取 引を行 う場合の法的有効性

を確保す る必要があります。そこで当事業で

は,主 にEDIの 法的側面から調査研究を行 う

こととしています。特に,EDIの 国際動向を

把握 しつつ,国 内のEDIに 関するモデル契約

を含む行為規範等について比較検討を行 うこ

ととしています。

5.EDIの 普及促進

わが国のEDIの 普及 ・啓蒙,業 種横断的な

共通課題の検討および関係者の情報交換の場

として,44(平 成6年6月 現在)の 業界団体

および関係4省 庁(オ ブザーバ)で 組織する

rEDI推 進協議会」の事務局を担当してお り

ます。今年度も各種活動の支援を行います。

3.産 業界のシステム化調査および構築支援

(1)情 報化動向調査および構築支援

EDIを は じめとする産業界における情報シ

ステムのネットワーク化動向 ・ニーズ等につ

いて,幅 広 く調査(業 種,業 態,地 域などの

視点)を 行 うとともに,特 定の業界を選定 し

6.普 及 ・広報

① 産業情報化シンポジウムの開催

わが国産業界の情報化を積極的かつ円滑に

推進するために,業 界団体及び企業の経営者

・実務家を対象に して,各 種研究成果及び先1

進的業界事例の紹介等をテーマとする産業情



報化シンポジウムを開催 します。

② 広報誌 「産業と情報」の発行

わが国産業界の情報化動向を広 く各方面に

周知するため,「産業 と情報」を発行 し,会 員

等へ配付 します。

準カ リキ ュラム普及協議会 」(仮 称)を 設置

し,標 準 カ リキ ュラムの早期定着 を 目指 した

普及活動や カ リキ ュラムに対す る意見 ・要望

等を と りまめ るとともに,そ れ らのカ リキュ

ラムへの反 映等 について検討 します。

● ● 中央情報教育研究所 ●●

情報処理技術者の育成

(1)高 度情報処理技術者の研修

産業構造審議会情報産業部会情報化人材対

策小委員会の提言に沿 って作成 した高度情報

化人材育成標準 カリキュラムに基づ くモデル

研修を実施 します。

研修 コースは当面,平 成6年 度秋および平

成7年 度春に実施される新試験区分のうち第

二種情報処理技術者試験およびシステムア ド

ミニス トレータ試験を除 く区分に対応 した9

コースを予定 してお ります。

詳 しくは,巻 末のモデル研修講座のご案内

を参照下 さい。

(4)情 報化人材の育成における産学連携の推

進

産業構造審議会の提言において新人材像と

して描かれた 「高度情報処理技術者」の円滑

な育成 ・確保をは じめ今後の情報処理教育の

推進に当たっては,教 育機関や企業がそれぞ

れの役割に応 じた教育の充実を図るだけでな

く,そ れらが相互に連携 し,そ れぞれの教育

・評価機能を補完 しつつ進めることがより効

果的である。

そこで,昨 年度に実施 した産学連携の実態

調査に基づき,連 携の仕組みのあり方や相互

補完機能の内容 ・方法等に関する調査研究を

行い,新 情報化人材の円滑な育成 ・確保に資

することとしています。

(2)情 報処理技術イ ンス トラクタの養成

標準 カ リキュラムに基づ き,情 報処理専門

学校のイ ンス トラクタお よび企業 におけ る教

育担当者を対 象に次 の研修 を実施 します。

①第二種共通 カ リキ ュラムに基づ く指導法

② シ ステ ム ア ド ミニス トレータ育成 カ リ

キ ュラムに基づ く指導法

③教育 エンジニア育成 カ リキ ュラムに基づ

く指導法

(3)高 度情報処理技術者育成のための基盤整

備

産 ・学 ・官の有識者や実務家からなる 「標

(5)高 度情報処理技術者育成に関する調査研

究

情報処理技術者を育成 してい くためにはそ

れ らの教育を行 う担当者の存在が欠かせない

が,現 状の企業や民間の教育機関ではその数

が少ない上,一 定 レベル以上の質を備えた教

育担当者の確保が困難な状況にあります。

先の産構審の答申においても,情 報処理教

育における企画,教 材等の開発,イ ンス トラ

クションのそれぞれの分野の専門家を 「教育

エンジニア」 として定義するとともにその育

成の重要性を指摘 しているところです。

本事業ではこのような教育に携わる人材の一
`



うち,現 状において最も量的な不足が指摘さ

れているインス トラクションを行える人材の

円滑な確保 ・供給を目的として,そ の評価基

準や紹介 ・斡旋の仕組みおよびそれ らを制度

として社会に定着 させ るための基本的な フ

レームに関する調査研究を行います。

(6)実 践的教育手法に関する調査研究

標準カリキュラムに基づ く教育をより効果

的に実施するための教育手法に関する調査研

究を行います。

① 標準カリキュラムに適した実 ・演習補

強教材 として 「基本設計～システム開

発～運用 ・保守」の各作業工程を現実の

実務に近い具体的な題材または事例に基

づきモデル化 した実践的プロジェクト型

演習教材(ケ ース)の 調査研究

② ハイパーメデ ィアや ビデオプロジェク

ター等の先進的教育 メディアを活用 した

演習用教材の調査研究やこれ らにシ ミュ

レーション型CAI等 を加えた先進的教

育手法の調査研究

(7)新 情報化人材育成のためのキャ リア デ

ベ ロップメン トプログラムの策定

企業におけるキャリアパスの実態や教育 と

その評価ならびに処遇等の実態を調査 し,新

情報化人材の育成に対応 したモデル的なキャ

リア ・デベロップメント・プログラムを策定

するとともにその導入のためのガイ ドライン

を作成 します。

(8)専 門学校における高度技術者(3年 制)

および利用技術者(シ ステムア ドミニス ト

レータ)教 育のあ り方に関する調査研究

情報処理 システムの開発技法の進展に伴

い,情 報処理専門学校における教育にも将来

の高度技術者となるための幅広い知識 と高度

な技術の習得が求められることから,特 に3

年制の情報処理専門学校における新たな教育

体系や方法等に関する調査研究を行います。

また,今 回新たに提言されたシステムア ド

ミニス トレータはシステム化対象業務に関す

る知識に加え,ハ ー ドおよび ソフ トについて

の一定の知識 ・技術および情報システムの利

活用のあ り方 に関す る利用者側の視点を有

し,ユ ーザー主導型のコンピュータ利活用を

推進できる人材 と定義されています。

そこで,実 社会における実務経験のない専

門学校生に対し,ど のようにその知識を身に

つけさせ,ど のような順序でどのようなレベ

ルまで育成すべ きか といった問題について検

討 し,そ のための具体的な教育手法を策定す

ることとしています。

(9)情 報処理教育実態調査

本事業は,わ が国における情報処理技術者

確保の状況やその育成に関する最新動向を把

握 し,施 策検討に資することを 目的として,

毎年,継 続して実施 しているものです。

本年度も,固 定テーマとして,学 校教育機

関(全 国の高等学校,専 修学校,高 等専門学

校,短 期大学,大 学)お よび企業(全 国の情

報処理関連企業,ユ ーザー企業)に おける情

報処理教育の内容,方 法,課 題に関するアン

ケー ト調査を実施するほか特定テーマとして

時宜に適 したテーマを選定 し,最 新事例等の

調査を行 うこととしています。



⑩ 高度情報化人材育成モデルテキス トの作

成

標準 カ リキュラムに準拠 した以下 のモデル

テキス トを作成 します。既 に刊行 してお りま

す 「第二種 共通 カ リキ ュラム」 ほか5種 につ

いては,巻 末 の第1期 モデル テキス トの ご案

内を参照下 さい。

①第一種共通 テキス ト

② プ ロジ ェク トマネージ ャ育成 テキス ト

③ システム運用管理 エンジニア育成 テキス

ト

④デ ータベ ーススペ シャ リス ト育成 テキス

ト

⑤ プ ロダクシ ョンエ ンジニア育成 テキス ト

⑥ 教育エ ンジニア育成 テキス ト

⑦基本 システ ムスペシ ャリス ト育成 テキス

ト

⑧ ソフ トウェア生産技術 スペ シャ リス ト育

成 テキス ト

⑨ マイ コン応用 システムエ ンジニア育成 テ

キス ト

⑩デベ ロップメン トエ ンジニア育成テキス

ト

⑪ 上級 システ ムア ドミニス トレータ育成 テ

キス ト

㈹ 情報化人材育成連携機関(委 嘱校)に 対

する普及啓蒙

産業界のニーズに即 したソフトウェア技術

者教育の推進と地域におけるソフ トウェア技

術者育成を活性化 し,地 域の情報化の推進に

資するため,全 国150校 の情報化人材育成連

携機関(委 嘱校)を は じめとする専修学校の

教職員等を対象に,講 演や意見交換等を内容

とする 「地域交流セ ミナー」を実施 します。

併せ て,「 第二種共通 カ リキ ュラム」や 「シ

ステム ア ドミニス トレータ育成 カ リキ ュラ

ム」に関す る普及,啓 蒙を行 うことと して い

ます。

● 情報処理技術者試験センター ●

平成6年 度春期情報処理技術者試験結果

旧制度 に よる最後の試験を4月17日 に全 国

54地 区197会 場で実施 し,6月7日 に2種,

6月28日 に1種 の合格 発表 を しました。

(1)応 募者数等

第一種 第二種

応募者数103,586名167,035名

受験者数60,979名103,984名

合格者数6,027名19,837名

合格率9.9%19.1%

(2)女 性応募者数等

第一種

応募者数14,246名

受験者数8,700名

合格者数698名

合格率8.0%

(3)平 均年齢

応 募 者

合 格 者

第 一 種

27.4歳

25.3歳

第 二 種

36,919名

24,545名

4,494名

18.3%

第 二 種

23.6歳

23.1歳

一



(4)試 験地別の状況

平成6年 度春期情報処理技術者試験試験地別一覧表(全 国)

(全 国1 {金 園)

(注) 応蕩老鋪 の下段()内 数宇蝋 前年蹴 増加率 ㈱.受 継 鮪 の下段()内 蜘 ま受鮮(受 縮 数/応 鯖 数:%)
合繁 需 誓6

。㌶ 瓢 鑑 晶曇霞㍑ 欝鑑 聴 嶋 数・対前年醐 加撃・未記入ぽ

・
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高度情報化人材育成モデル研修講座の開講(上 期)

一標 準 カ リキ ュラムに準拠 した初 の高度情報処理技術者研修一

当協 会 中央 情 報 教 育 研 究 所 で は,高 度 情 報 化 人 材 育 成標 準 カ リキ ュ ラム の作 成 と これ に 準 拠 す る テキ ス

トの作 成 お よび モ デル 研 修 の 実 施 に よ り,高 度 情 報 処 理 技 術 者 の一 貫 した育 成 シ ス テ ム の形 成 を 図 って お

ります 。

平成6年 上期 で は,今 年 秋 に実 施 され る新 しい情 報 処 理 技 術 者 試験 区 分 の うち 「シ ス テ ム ア ナ リス ト」,

「シス テ ム監査 技 術 者 」,「ア プ リケ ー シ ョ ンエ ン ジ ニ ア」,「ネ ッ トワ ー クス ペ シ ャ リス ト」 の4種 の モ デ

ル 研 修 講座 を 開 講 い た しま した。

シス テ ム ア ナ リス トコ ー ス(20日 間)

平 成6年5月25日 ～平 成6年7月21日

シス テ ム監 査 技 術 者 コー ス(22日 間)

平 成6年6月24日 ～ 平 成6年9月27日

アプ リケー シ ョンエ ン ジニ ア コー ス(40日 間)

平 成6年5月19日 ～ 平 成6年9月16日

ネ ッ トワ ー ク スペ シ ャ リス トコー ス(27日 間)

平成6年7月4日 ～ 平 成6年9月14日

ネ ヅ トワー クス ペ シ ャ リス トコー スに つ い て は,下 表 の よ うに ユ ニ ッ ト毎 の受 講 を受 付 て お ります

の で お 問 い 合 わ せ下 さい。

(コ ー ス ユ ニ ッ トと 料 金)

7/4～8 7/11～15 7/18～22 7/25～27 7/28～29 8/1～3 8/4～5 9/13～14

ローカルエリアネ

ットワークの

要 求 定 義
・設 計 ・

構 築 ・評

価

広 域 分 散
コンピュータネッ

トワークシステム

の 要 求 定

義 ・設 計
・構 築 ・

評 価

ネットワークシス

テムの運 用

と保 守

ネットワークアー

キテクチャと

トラフィック技

術

ネットワークに

関す る法

制 度 と標

準

通信回線
と通信機
器

ネットワークの

信 頼 性 と

データ伝 送

技 術

ネットワークソフ

トウエア

115,000 115,000 115,000 69,000 46,000 69,000 46,000 46,000

(下期の開講予定)

下期には,平 成7年 春期に実施される情報処理技術者試験の うち次の5種 のモデル研修講座を開講

する予定です。なお,こ れらのコースは全てユニット単位の受講 も可能にするよう検討中です。

プ ロジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ コー ス

プ ロダ ク シ ョンエ ン ジニ ア コー ス

デ 一 夕 ベ ー スス ペ シ ャ リス トコー ス

シ ステ ム運 用 管 理 エ ン ジ ニ ア コー ス

第 一 種 共 通 カ リキ ュ ラ ム コー ス
※賛助会員の企業には割引制度が適用されます

■ お申込み ・お問い合わせ先

肋 日本情報処理開発協会 中 央 情 報 教 育 研 究 所 教 務 二 課

舎03-3435-6507FAXO3-3435-6505

〒105港 区浜 松 町2-4-1世 界 貿 易 セ ン タ ー ビル7F



高度情報化人材育成モデルテキスト刊行(第1期)

一平成6年 秋期からの新 しい情報処理技術者試験区分に対応一

平成5年5月,産 業構造審議会情報産業部会情報化人材対策小委員会では ,今 後の高度情報化社会で求
められる情報化人材像 とその育成施策として ,標 準カリキュラムの作成やカリキュラムに準拠 した情報処

理技術者試験のあ り方などに関する提言を行いました。

当協会中央情報教育研究所では,同 提言に沿 って平成6年1月 に全17種 か らなる標準カリキュラムを作

成 し,公 表いた しました。

モデルテキス トは,こ の標準カリキュラムに準拠する学習用テキス トとして作成されたもので
,第1期

分として平成6年 秋から実施される新 しい情報処理技術者試験6区 分に対応 して 「第二種共通テキス ト」

ほか6種 をこのほど刊行いたしました。

シス テ ム ア ナ リス トテ キ ス ト

B5判600頁 定 価2,480円(税 込 み,送 料 別)

シ ス テ ム 監査 技 術 者 テ キ ス ト(上)

B5判619頁 定 価2,480円(税 込 み,送 料 別)

シ ス テ ム監 査 技 術 者 テ キ ス ト(下)一 関連 法 規 お よび ケ ース ス タデ ィ 集

B5判402頁 定 価1,680円(税 込 み,送 料 別)

アプ リケ ー シ ョンエ ン ジニ ア テ キ ス ト

B5判491頁 定価2,480円(税 込 み ,送 料 別)

ネ ッ トワ ー ク ス ペ シ ャ リス トテ キス ト

B5判726頁 定 価2,480円(税 込 み,送 料 別)

シ ス テ ム ア ド ミニ ス トレー タキ ス ト

B5判408頁 定 価1,980円(税 込 み,送 料 別)

COMET/CASL入 門 ～ 基 本 機 能 か ら拡 張 機 能 まで ～

B5判260頁 定 価1,980円(税 込 み,送 料 別,7月 末 予 定)

第 二 種 共 通 テ キ ス トシ リー ズ(全14巻)

B5判 定価 各1,980円(税 込 み,送 料 別)

NO.① コン ピ ュー タ とそ の利 用(226頁)

NO.② コン ピュ ー タ の仕 組 み(293頁)

NO.③ ソフ トウ ェアの 基礎(250頁)

NO.④ アル ゴ リズ ム とデ ータ構 造(296頁)

NO.⑤ シス テ ム開発 の基 礎(520頁)

Ne.⑥ フ ァイ ル とデ ー タ ベ ー ス(344頁)

NO.⑦ 通 信 ネ ッ トワー ク(262頁)

NO.⑧ 情 報 処 理 シス テ ム
(7月 中 旬 予 定)

NO.⑨ 産 業 社 会 と情 報 化

NO.⑩ 情報 化 の課 題

NO.⑪ 表 現 技 法

NO.⑫ 内部 設 計 の基 礎

NO.⑬ プ ログ ラ ム設 計

NO.⑭ マ イ ク ロコ ン ピ ュ ー タ

(350頁)

(325頁)

(239頁)

(392頁)

(256頁)

(214頁)

(319頁)
応用 シス テ ム設 計 の基 礎

■ お 申込 み 先 奮03-3435-7094(専 用 受 付 電 話)FAXO3-3435-6505

■ お 問 い合 わせ 先03-3435-6500(普 及 振 興 課)

en日本情報処理開発協会 中 央 情 報 教 育 研 究 所 〒105港 区浜松町2-4-1世 界貿易センタ_ビ ル7F



通商産業省監修

21世紀の情報処理技術 人にやさしい情報処理技術の実現に向けて

四 次 元 コ ン ピ ュ一 夕
ー リア ル ワ ー ル ドコ ン ピ ュ ー・テ ィ ン グ(RWC)一

通商産業省では平成元年度から3年 をかけて、21世紀の高度情報化社会に向けて、わが世界の国々とと

もに取 り組んで行 くべき新しい情報処理技術体系について、調査研究を進めてまい りました。その結果、

平成4年 度から10年計画の四次元コンピュータ(リ アルワール ドコンピューティング:RWC)開 発プログ

ラムが開始されました。

RWCは 、従来のコンピュータでは処理が困難な現実世界の大量かつ多様で、しかも不完全な情報を、専

門家でな くとも限られた時間の内に処理できる技術の実現を目指したもので、従来のロジカルコンピュー

ティングからリアルワール ドコンピューティングへのパラダイムシフトを図る画期的なものです。

本書は、基礎的 ・革新的技術であるRWCの 概念および技術開発の概要をわか りやす く解説 し、併せて

このプロジェク トの基本計画書と海外における同種の代表的プロジェク トを詳解するものです。

【主な内容】

序章

RWCと ともに生 きる社 会

RWCの 構想

RWCの 技術体系

リアル ワール ドコンピューテ ィング(四 次 元 コンピュータ)基 本計画書

米国 ・欧州 におけ るRWCの 関連 プ ロジ ェク ト

A5版143ペ ージ 定価1,800円(税 込)

〈お問 い合わせ先〉

〒105港 区芝公 園3-5-8

勧 日本情報処 理開発協会

調査部普及振興 課

舎03-3432-9384

お申込 みはFAXで!!FAXO3-3432-9389

宏

.



新情報処理技術調査研究報告書

一 リア ル ワ ー ル ド コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ の 実 現 に 向 け て 一

通 商 産 業 省 編

通商産業省では,1989年 より3ヶ 年計画で21世紀を目指した革新的な情報処理技術について調査 ・研究

を行いました。この調査 ・研究テーマは,「新情報処理技術」と呼ばれ第5世 代コンピュータ ・プロジェク

トの次期大型ナショナルプロジェク トとして,平 成4年6月 にスター トし,国 内ばか りではな く欧米各国

で大きな関心を呼んでいます。

本 レポー トは,通 商産業省の新情報処理技術調査研究委員会の下部機構 として,情 報科学をは じめ,生

物認知科学,社 会科学など学際的な約200名 にのぼる学識者や第一線の研究者,技 術者を結集 し,当 協会

に設置 した 「基礎研究」,「計算機科学」,「社会応用」の3分 科会において21世紀の情報化社会の基盤 とな

るべき新 しい情報処理技術のあり方について,技 術シーズ ・社会ニーズの両面からの検討を取 りまとめた

ものです。

■プ レインサイエンスの現状と課題 一基礎研究分科会報告書一

本分科会では,新 情報処理技術の工学的実現を図るにあたって,総 合的な脳科学分野(神 経生理学,

心理学,認 知科学,数 理科学等)で の基礎研究としてのテーマを選択 ・体系化し,研 究のフィージビ

リティ,予 想される成果を取 りまとめることを目的とした調査を行いました。

■ 「柔らかな情報処理」と 「光コンピュータの実現に向けて」一計算機科学分科会報告書一

本分科会では,新 情報処理を特徴づける 「柔らかな情報処理」と 「超並列超分散処理」の2つ のキー

コンセプ トの内容を明確化 ・具体化 し,来 るべき新情報処理技術を体系的に位置づけ,さ らに今後努

力を集中すべき研究課題を明らかにすることを目的として活動 した成果をまとめています。

■21世 紀における情報ネッ トワーク社会の展望と期待 一社会応用分科会報告書一

本分科会では,21世 紀に展開することが予想される 「情報ネ ットワーク社会」の姿をさまざまな角

度から展望 ・考察 し,新 しい情報処理技術がもたらす社会の諸相を,共 鳴型社会,学 習型知識ネ ット

ワーク社会,創 造型社会,生 命型社会という4つ の社会イメージの形で提示 し,そ のあるべき姿を提

言 しています。

お 問合 せ ・お申込 み

〒105東 京 都港 区芝公 園3-5-8

財団法 人 日本情 報処 理 開発協 会 調 査 部普 及振興 課

TELO3-3432-9384/FAXO3-3432-9389お 申込 みはFAXで!!、

価 格

セ ヅ ト価格 一 般24,000円 会員20,000円(税 込,送 料 別)

*会 員 とは,当 協会 の賛 助会 員 をいい ます。
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